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当社の地方創生の取り組みは
こちらからご覧いただけます。本ブックレットは、SDGsにおける色盲、

色弱の方々に対してのデザインヘの
見やすさを配慮しています。

～持続可能な地域の実現に向けて～

地方創生ブックレット

地域とともに、東京海上日動



取締役社長

地方創生取り組み方針
東京海上グループソリューションを活用した地方創生への貢献
を通じ、お客様や地域社会の“いざ”をお守りし、地域とともに
成長します。

推進体制
2016年７月に地方創生の全社的推進を行う「地方創生室」を新設。
2023年４月からは「地域連携室」に組織改編し、今まで以上に地域
と連携を深めていく体制を構築しました。地域連携室をハブとしながら、
全国の営業拠店で自治体・金融機関・商工三団体および様々な事業者
の皆様と連携して地方創生を推進してまいります。

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局が公表する
「地方創生に資する金融機関等の『特徴的な取組事例』」に

当社は７度選定・表彰されています。

採用を通じた地方創生
地域支店の8割以上の社員を当該地域で
採用し、地域の雇用を生み出しています。

当社は、1879年の創業以来､保険事業を通じて様々な事故や災害等から地域社会をお守り
し､全国各地の地域経済の発展とともに成長してきました。

一方､我が国の総人口は2010年以降、減少を続けており､将来的には経済規模の縮小や生
活水準の低下に繋がることが懸念されています｡このような中、かつて人口増加期に作り上げ
られた経済社会システムを検証し、中長期的に信頼される持続可能なシステムへと転換してい
くことが求められています。

これに対し、政府は、地方創生２．０を起動させるため、2024年10月「新しい地方経済・生活環
境創生本部」を設置しました。「地方の未来を創り、地方を守る」「地方こそ成長の主役」の考え
方に立ち、持続可能で自立した日本を目指した取り組みを進めています。

こうした環境を踏まえ､当社では､「地方創生」の取り組みを当社の経営理念である『「安心と
安全」の提供を通じて、豊かで快適な社会生活と経済の発展に貢献する』こと、そのものである
と位置づけ、地方創生の専門部署を立ち上げています。企業の健康経営支援やBCP策定支
援、海外展開支援やインバウンド対応支援など様々な地域課題の解決に資するソリューション
を開発し､日本各地の社員が地方創生に取り組んでいます｡

一方､地方創生の取り組みは当社だけで実現できるものではなく､全国各地の当社の代理
店とともに､自治体・金融機関・商工三団体・事業者等の皆様と一体となって推進しています｡
地域の皆様と連携した様々な取り組みを全国に広くお伝えすることも､当社の役割だと考えて
います｡

近年、激甚化する自然災害に加えて、脱炭素社会への移行、中小企業の成長支援、増加の一
途をたどるサイバー攻撃への対応、人生100年時代におけるヘルスケアなど、お客様が直面す
る社会課題が複雑化・多様化している中、保険の領域に留まらず、保険以外のソリューションも
提供していきます。保険を通じて「安心」と「安全」をお届けしていくことは勿論、当社が有事だ
けではなく平時にもお役に立てる領域を広げていくことで、「お客様や社会の“いつも”を支え、
“いざ”をお守りする」というパーパスを果たしてまいります。

今後とも東京海上グループを挙げて､皆様と一体となって地方創生に取り組んでまいり
ます。引き続き一層のご愛顧、お引き立てを賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

（参考） 自治体・金融機関との協定締結件数　（2025年3月末時点）
政令指定都市

以外の基礎自治体都道府県 政令指定都市 金融機関43 13 101 78

当社が地方創生に取り組む理由

この経営理念を各地域で実践することが「地方創生」であり、
「地方創生」は経営理念の実践そのものであると考えています。

当社の経営理念

お客様の信頼をあらゆる事業活動の原点におき、
「安心と安全」の提供を通じて、

豊かで快適な社会生活と経済の発展に貢献します。

･ お客様に最大のご満足を頂ける商品・サービスをお届けし、お客様の暮らしと事業
の発展に貢献します。

･ 収益性・成長性・健全性において世界トップクラスの事業をグローバルに展開し、
東京海上グループの中核企業として株主の負託に応えます。

･ 代理店と心のかよったパートナーとして互いに協力し、研鑽し、相互の発展を図ります。

･ 社員一人ひとりが創造性を発揮できる自由闊達な企業風土を築きます。

･ 良き企業市民として、地球環境保護、人権尊重、コンプライアンス、社会貢献等
の社会的責任を果たし、広く地域・社会に貢献します。

地域の皆様と共に
　地方創生を担いたい 
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持続可能な開発目標（SDGs）とは､2015年に
国連で採択され､2030年までに達成すべき17の
ゴールと169のターゲットからなる国際目標です。

当社は、SDGsの取
り組みを幅広い世
代に紹介する動画
「SDGsを知ろう」を
公開しています。

東京海上日動は地域に
寄り添い､地域とともに

成長します。

仕事が増える

地域の魅力が
向上する

地域が
活性化する

ソリューションの
提供

挑戦する人が
増える

地域で
活躍する人が
増える

リスクが
生まれる

地域活性化に
向けた
取り組みが
生まれる

MaaS
P26

インバウンド
P12

スマートシティ
P25

GX（脱炭素）
P23

P10

BCP（事業継続計画）

健康経営
P9

レジリエンス
P24

P15

教  育

デジタル
P27

海外展開
P11

企業の持続可能な経営
P13

MaaS
P26
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ソリューションの
提供

ソリューションの提供について

　地方創生の取り組みは当社だけで実現できるものではなく､全国各地の当社の代理店とともに､自治体・
金融機関・商工三団体・事業者等の皆様と一体となって推進しています｡地域の皆様と連携した様々な取り
組みを全国に広くお伝えすることも､当社の役割だと考えています｡

　また、保険を通じて「安心」と「安全」をお届けしていくことは勿論、当社が有事だけではなく平時にも
お役に立てる領域を広げていくことで、「お客様や社会の“いつも”を支え、“いざ”をお守りする」という
パーパスを果たしてまいります。

当社の地方創生の取り組み

地域プレイヤーの強みを活かした連携体制の構築（レジリエンス向上）
取り組み例 ❶　

　連携協定を結ぶ自治体や商工三団体、地域事業者等の皆様とともに、地域を取り巻く課題への取り組みを
進めております。
　福井県では、能登半島地震をきっかけに、協定を結んでいた自治体等と更なる連携を深め、金融機関・商工
三団体・事業者等と一体となって地域防災力（レジリエンス）の向上に向けた取り組みを進めています。課題に
対して、適切なパートナーと連携することで価値のあるソリューションを提供しています。

地域防災力（レジリエンス）の向上に貢献

市町村

都道府県

地域中小企業
地域中堅企業

地元テレビ
放 送 局

地方銀行
信用金庫

警察
商工三団体

能登半島
地震

サイバーセミナーの開催

防災カンファレンス実施
（地元TV局・自治体）

事業継続力強化計画の
策定支援

リスクファイナンスを含めた
事業継続力強化計画
策定支援を実施
（地方銀行）

専門的内容を含めた
サイバーセミナーの実施
（地域ベンダー企業）

BCP交流会の実施

連携協定を締結

地元テレビ放送局自治体 警察

当社

自治体

当社

商工三団体 地方銀行・信用金庫

東京海上日動は地域に
寄り添い､地域とともに
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仕事が増える

地域の魅力が
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地域が
活性化する

ソリューションの
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増える

地域で
活躍する人が
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リスクが
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取り組み例 ❷　
平時にお役に立てる仕組みの提供と保険による下支え（フードロス削減）
　事業環境が加速度的に変化する今の時代においても、お客様や社会を取り巻くリスクや課題を正確に把握
し、最適な保険やサービスを提供することが「保険本来の価値」であると考えています。
　当社は2023年度より、大阪において地方自治体等と食品ロス削減に向けて「大阪食品ロス削減コンソー
シアム」を立ち上げ地域実証実験を行うとともに、事業系食品ロスの発生データの収集等を進めてきました。
この実証実験を踏まえ、食品の二次流通にかかる物流費用等を補償対象とするとともに、提携する食品リサ
イクル事業者をご紹介する「食品ロス削減推進特約」を運送保険の特約として新たに開発しました。

子ども食堂

福祉団体

フードバンク

賞味期限が近い商品を販売する
二次流通事業者

運送範囲内所在の
食品加工業事業者

消費者

食品ロス削減に向けた
新たな保険商品の提供

二次流通の活性に向けた
仕組みの提供 二次流通事業者の紹介

二次流通事業者

大手食品事業者 各食品協会 地方食品産業協議会 自治体
（都道府県・市・町・村）

二次流通（食品リサイクル）にかかる
費用を補償する仕組みを構築

各プレイヤー
へ配送

食品事業者

フードロス
発生

※取り組みはP29「7.全国各地の特徴的な取り組み」にも掲載しています。 当該事例は大阪の実証事例＊を踏まえた地域コンソーシアム組成の例です。　＊P29「7.全国各地の特徴的な取り組み」に掲載しています。

連携連携
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事業継続力強化計画
策定支援を実施
（地方銀行）

専門的内容を含めた
サイバーセミナーの実施
（地域ベンダー企業）

BCP交流会の実施

連携協定を締結

地元テレビ放送局自治体 警察

当社

自治体

当社

商工三団体 地方銀行・信用金庫

東京海上日動は地域に
寄り添い､地域とともに

成長します。

仕事が増える

地域の魅力が
向上する

地域が
活性化する

ソリューションの
提供

挑戦する人が
増える

地域で
活躍する人が
増える

リスクが
生まれる

地域活性化に
向けた
取り組みが
生まれる

取り組み例 ❷　
平時にお役に立てる仕組みの提供と保険による下支え（フードロス削減）
　事業環境が加速度的に変化する今の時代においても、お客様や社会を取り巻くリスクや課題を正確に把握
し、最適な保険やサービスを提供することが「保険本来の価値」であると考えています。
　当社は2023年度より、大阪において地方自治体等と食品ロス削減に向けて「大阪食品ロス削減コンソー
シアム」を立ち上げ地域実証実験を行うとともに、事業系食品ロスの発生データの収集等を進めてきました。
この実証実験を踏まえ、食品の二次流通にかかる物流費用等を補償対象とするとともに、提携する食品リサ
イクル事業者をご紹介する「食品ロス削減推進特約」を運送保険の特約として新たに開発しました。

子ども食堂

福祉団体

フードバンク

賞味期限が近い商品を販売する
二次流通事業者

運送範囲内所在の
食品加工業事業者

消費者

食品ロス削減に向けた
新たな保険商品の提供

二次流通の活性に向けた
仕組みの提供 二次流通事業者の紹介

二次流通事業者

大手食品事業者 各食品協会 地方食品産業協議会 自治体
（都道府県・市・町・村）

二次流通（食品リサイクル）にかかる
費用を補償する仕組みを構築

各プレイヤー
へ配送

食品事業者

フードロス
発生

※取り組みはP29「7.全国各地の特徴的な取り組み」にも掲載しています。 当該事例は大阪の実証事例＊を踏まえた地域コンソーシアム組成の例です。　＊P29「7.全国各地の特徴的な取り組み」に掲載しています。

連携連携
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・ヒアリングの実態
・現状のアセスメント
・具体的な実施計画の策定支援

・支援メニューを原則無償で提供
・様々な課題に対応する幅広いメニュー構成
・全て優良法人の認定取得に資するメニュー

健康経営に
取り組みたい企業
（健康宣言実施企業
5,000社など）

健康経営に
関心がない
または

関心があっても
未着手の企業

（約60,000社）

・企業の個別支援
▶行員が企業に直接アプローチ
　（市内全支店260人体制）

•各種広報媒体の作成
・ポータルサイトの運営　等

・事業の統括
・専用アセスメントツールの開発
・無償メニューの提供　等

健康経営応援パートナー企業による支援
健康経営優良法人

初年度
支援目標
１５０社

名
古
屋
市

委託契約コンソーシアム

健康経営導入の動機付け

健康経営の推進に資する市の事業の周知（禁煙支援事業、各種検診、こころの絆創膏アプリなど）

支援メニューの提供

協　定

健康経営導入支援事業

申請

(株)名古屋銀行 TOPPANエッジ(株)

＊従業員の健康保持・増進の取り組みが将来的に収益性等を高める投資であるとの考えのもと、健康管理を経営的な視点か
ら考え、戦略的に実践すること。「健康経営®」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

「働く世代」の健康づくりを推進するため、名古屋市が民間事業者とともに市内企業の健康経営を支援
する新たな取り組みをスタート
●市内の中小企業を個別訪問し、健康経営に向けた動機付けやアセスメントを実施したうえで具体的な実施計画の策定を
支援する名古屋市の健康経営導入支援事業を、当社が地域パートナーと共にコンソーシアムを組成して受託

●健康経営に取り組む企業に対しては、市とパートナーシップ協定を締結した健康経営応援パートナー企業が幅広い支援メニューを提供

地域パートナーと連携した取り組み

当社では1990年より継続して全員
参加型施策である健康増進月間に
取り組んでおり、社員の健康保持・
増進を図っています。

生産年齢人口が減少する中、企業の持続的な成長には
従業員の健康管理や働きやすい職場づくりが経営上の
大きな課題になっています。東京海上グループでは、社
員の健康を経営の重要なテーマと考え、グループCEO
をトップに健康経営を推進しています。
こうした取り組みで培ったノウハウを活かしながらお客
様や地域・社会における健康増進への取り組みを支援
することで、社会課題を解決し、
健康で豊かな未来の実現に貢
献していくことをグループ健康
憲章で宣言しており、さまざま
なサービスの提供を通じて企
業の健康経営推進のご支援を
進めています。

全体像
健康経営を実践している企業の取組事例を紹
介した冊子の発行や、社内イベントに使える「健
康チャレンジキャンペーンツール」、情報提供チ
ラシ「健康アップ通信」等の提供や保険の付帯
サービスの活用もアドバイスしながら、お客様
企業の従業員の健康管理も支援しています。ま
た健康経営に長年取り組んできた当社のノウハ
ウを活かし、健康経営優良
法人をめざす企業の認定支
援も実施しており、多数の
お客様企業や代理店が認
定されています。

東京海上日動の健康経営支援

BCP策定支援事業継続力強化計画策定支援

＊1 BCP＝Business Continuity Plan
＊2「事業継続力強化計画」認定制度＝中小企業が策定した防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が認定する制度。
認定を受けた企業は税制措置や金融支援､補助金の加点等の支援を受けることができます。

簡単早わかりシート BCPコンサル

大企業

BCPかんたんナビ

令和6年度・中小機構による「事業継続力強化計画策定支援」事業の受託について

事業継続力強化支援計画策定支援

全体像

リスクファイナンス支援
事業継続力の強化には、「防災・減災対策」に加えて
「リスクファイナンス」が必要です。リスクファイナンス
に関するセミナー開催や保険の見直し等を支援します。

例 地震・水災・風災時の補償、
サイバー攻撃を受けた場合
の補償　等

当社は独立行政法人中小企業基盤整備機構による「令和6年度中小企業強靭化のための事業計画策定支援等に
係る業務」（以下「本事業」）を令和４年度、５年度に続き受託しました。当社は、本事業の展開を通じて、３年間で
約4,670社の全国の中小企業・小規模事業者の強靭化支援を行い、災害に強い地域づくりに貢献いたしました。

商工会・商工会議所が地域企業の事業継続力を強化する事業に対する計画＊策定、計画推進を支援します。
＊都道府県知事認定

関東経済産業局ならびに
日本損害保険協会主催のセミナーに登壇

姫路・加古川商工会議所で、BCPが経営改善・人材確保
定着に活用できることをセミナーを通じてご案内

実施事例

能登半島地震から１年の節目に、金沢・七尾商工会議所と
連携し被災企業と防災・減災を考えるセミナーを開催

中小企業

災害や感染症拡大時、サイバー攻撃
を受けた際の初動対応や計画策定の
エッセンスを凝縮したオリジナルツール
で、計画から国の認定に向けた電子申
請用のシート作成まで支援します。

簡易版BCPシートを３ステップ、最短
1 0分で作成できるオリジナル
ツールです。

事業継続や中断した事業の早期復旧を
確実に行うための計画であるBCPの構築
や見直しに留まらず、BCPの実効性を担
保するための訓練や組織づくりまで専門
家によるトータルな支援を実施します。

１．企業支援

2．地域との連携

全国各地でBCPや事業継続力強化計画のセミナーを実施しています。

東京海上グループのノウハウを活用し、企業・関係者に応じた各種支援を行います。

平
時
の
健
康
経
営

有
事
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ

自治体や商工三団体と連携した
BCP・事業継続力強化計画セミナーBCPセミナー

東京海上日動火災保険(株)

健康経営®＊の実践､周知啓発や地域企業の健康経営の支援
を行います。支援の概要

企業と社会を成長させるカギ

1 健康経営支援
BCP＊1や､事業継続力強化計画＊２の策定支援等を通じて､災害・
感染症・サイバー攻撃に強い企業となり､従業員の安全と顧客
からの信用を守る支援を行います。

支援の概要

有事に強い会社になる

2 BCP（事業継続計画）策定支援

9 10

地
域
経
済
の
活
性
化



・ヒアリングの実態
・現状のアセスメント
・具体的な実施計画の策定支援

・支援メニューを原則無償で提供
・様々な課題に対応する幅広いメニュー構成
・全て優良法人の認定取得に資するメニュー

健康経営に
取り組みたい企業
（健康宣言実施企業
5,000社など）

健康経営に
関心がない
または

関心があっても
未着手の企業

（約60,000社）

・企業の個別支援
▶行員が企業に直接アプローチ
　（市内全支店260人体制）

•各種広報媒体の作成
・ポータルサイトの運営　等

・事業の統括
・専用アセスメントツールの開発
・無償メニューの提供　等

健康経営応援パートナー企業による支援
健康経営優良法人

初年度
支援目標
１５０社

名
古
屋
市

委託契約コンソーシアム

健康経営導入の動機付け

健康経営の推進に資する市の事業の周知（禁煙支援事業、各種検診、こころの絆創膏アプリなど）

支援メニューの提供

協　定

健康経営導入支援事業

申請

(株)名古屋銀行 TOPPANエッジ(株)

＊従業員の健康保持・増進の取り組みが将来的に収益性等を高める投資であるとの考えのもと、健康管理を経営的な視点か
ら考え、戦略的に実践すること。「健康経営®」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

「働く世代」の健康づくりを推進するため、名古屋市が民間事業者とともに市内企業の健康経営を支援
する新たな取り組みをスタート
●市内の中小企業を個別訪問し、健康経営に向けた動機付けやアセスメントを実施したうえで具体的な実施計画の策定を
支援する名古屋市の健康経営導入支援事業を、当社が地域パートナーと共にコンソーシアムを組成して受託

●健康経営に取り組む企業に対しては、市とパートナーシップ協定を締結した健康経営応援パートナー企業が幅広い支援メニューを提供

地域パートナーと連携した取り組み

当社では1990年より継続して全員
参加型施策である健康増進月間に
取り組んでおり、社員の健康保持・
増進を図っています。

生産年齢人口が減少する中、企業の持続的な成長には
従業員の健康管理や働きやすい職場づくりが経営上の
大きな課題になっています。東京海上グループでは、社
員の健康を経営の重要なテーマと考え、グループCEO
をトップに健康経営を推進しています。
こうした取り組みで培ったノウハウを活かしながらお客
様や地域・社会における健康増進への取り組みを支援
することで、社会課題を解決し、
健康で豊かな未来の実現に貢
献していくことをグループ健康
憲章で宣言しており、さまざま
なサービスの提供を通じて企
業の健康経営推進のご支援を
進めています。

全体像
健康経営を実践している企業の取組事例を紹
介した冊子の発行や、社内イベントに使える「健
康チャレンジキャンペーンツール」、情報提供チ
ラシ「健康アップ通信」等の提供や保険の付帯
サービスの活用もアドバイスしながら、お客様
企業の従業員の健康管理も支援しています。ま
た健康経営に長年取り組んできた当社のノウハ
ウを活かし、健康経営優良
法人をめざす企業の認定支
援も実施しており、多数の
お客様企業や代理店が認
定されています。

東京海上日動の健康経営支援

BCP策定支援事業継続力強化計画策定支援

＊1 BCP＝Business Continuity Plan
＊2「事業継続力強化計画」認定制度＝中小企業が策定した防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が認定する制度。
認定を受けた企業は税制措置や金融支援､補助金の加点等の支援を受けることができます。

簡単早わかりシート BCPコンサル

大企業

BCPかんたんナビ

令和6年度・中小機構による「事業継続力強化計画策定支援」事業の受託について

事業継続力強化支援計画策定支援

全体像

リスクファイナンス支援
事業継続力の強化には、「防災・減災対策」に加えて
「リスクファイナンス」が必要です。リスクファイナンス
に関するセミナー開催や保険の見直し等を支援します。

例 地震・水災・風災時の補償、
サイバー攻撃を受けた場合
の補償　等

当社は独立行政法人中小企業基盤整備機構による「令和6年度中小企業強靭化のための事業計画策定支援等に
係る業務」（以下「本事業」）を令和４年度、５年度に続き受託しました。当社は、本事業の展開を通じて、３年間で
約4,670社の全国の中小企業・小規模事業者の強靭化支援を行い、災害に強い地域づくりに貢献いたしました。

商工会・商工会議所が地域企業の事業継続力を強化する事業に対する計画＊策定、計画推進を支援します。
＊都道府県知事認定

関東経済産業局ならびに
日本損害保険協会主催のセミナーに登壇

姫路・加古川商工会議所で、BCPが経営改善・人材確保
定着に活用できることをセミナーを通じてご案内

実施事例

能登半島地震から１年の節目に、金沢・七尾商工会議所と
連携し被災企業と防災・減災を考えるセミナーを開催

中小企業

災害や感染症拡大時、サイバー攻撃
を受けた際の初動対応や計画策定の
エッセンスを凝縮したオリジナルツール
で、計画から国の認定に向けた電子申
請用のシート作成まで支援します。

簡易版BCPシートを３ステップ、最短
1 0分で作成できるオリジナル
ツールです。

事業継続や中断した事業の早期復旧を
確実に行うための計画であるBCPの構築
や見直しに留まらず、BCPの実効性を担
保するための訓練や組織づくりまで専門
家によるトータルな支援を実施します。

１．企業支援

2．地域との連携

全国各地でBCPや事業継続力強化計画のセミナーを実施しています。

東京海上グループのノウハウを活用し、企業・関係者に応じた各種支援を行います。

平
時
の
健
康
経
営

有
事
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
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現地法人設立

事前準備 海外輸出情報収集

STANDAGE社おまかせ貿易
当社の資本業務提携先のSTANDAGE社と連携し、輸
出を検討している企業の貿易実務をDX化し、海外販
路の探索と開拓、交渉、決済、発送を全てワンストップ
でSTANDAGE社が請け負う輸出営業代行＋伴走サー
ビスを提供しています。

業界トップクラスのグローバルネットワークを活用し､海外進出のあらゆるフェーズをサポートします。

全体像

保険による下支え・当社海外拠点と連携した情報提供

越境EC等の
テストマーケティング  等

eラーニングによる社員教育

カントリーリスク等による
事業停止リスク対策の提供   等

駐在員派遣前の心配事に関する情報提供

輸出貨物に関するリスク情報の提供   等

海外販路開拓支援

各種セミナー開催   等

海外リスクに関する
情報誌の提供

「独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）」と協力し、当社が費用の全額または一部を
負担することにより、ジェトロの実施する2つのサービスを提供します。

海外取引に欠かせない知識を体系的に分かり易く学べるeラーニング講座です。目的別に様々な用意があり｢貿易実
務・基礎編｣や｢英文契約編｣の他、短い時間で効率的に学べる｢英文ビジネスeメール編｣等のご用意があります。

❶貿易実務オンライン講座

海外取引の足がかりとなる情報をジェトロが調査します。
❷海外ミニ調査サービス

※｢海外展開支援サービス｣は当社の商工三団体向け｢ビジネス総合保険制度｣｢海外PL保険制度｣に加入の会員事業者が対象です｡

海外展開支援サービス

医療・セキュリティアシスタンス
医療機関の紹介・キャッシュレス受診の手配、身の回り品の破損や賠償トラブルに関する相談が可能
です。また、政情不安・自然災害に際しお客様が緊急脱出する際のサポートを行います。

海外事業開始時のサービス事例

グローバルブランド社、自治体、商工会議所等と連携し、地域企業の個人向け商品の北米
Amazonへの出品支援を実施し、ECを活用したBtoCの輸出支援を行っています。

越境EC支援サービス

「よびこむ」→「もてなす」→「そなえる」の3STEPで､インバウンド事業を支援します。

全体像

よびこむ! そなえる!もてなす!

初めて取り組むインバウンド
対応の「どうしよう?」を解決

対人・対物事故が発生した場合
の賠償責任リスクへの備え 等

インバウンド
集客・受入支援サービス

世界に向けてWEBで
手軽にアピール!

超ビジネス保険

｢インバウンドツーリズムを
通じて日本を元気にする｣
をミッションに､インバウンド
に関する情報発信､研修・
セミナー等を展開する企業。
当社と業務提携を結び、
セミナー講演や情報提供
サービス､コンサルティング
サービスを提供しています。 代表取締役  村山慶輔

多言語
電話通訳
サービス

インバウンド
情報提供
サービス

インバウンド
コンサルティング
サービス

インバウンド対応に強みを持つ企業と提携し、
インバウンド対応支援メニューを提供しています。

もてなす!

国内で発生している医療費未収問題という課題解
決も踏まえ､訪日外国人旅行者が日本国内でケガや
病気等を被った場合の不安・不便等を解消すべく､
訪日外国人向け海外旅行保険を提供しています。

そなえる!
訪日外国人向け海外旅行保険のご案内

日本国内におけるケガや病気の治療費用､本国
等への移送費用等を補償します。

治療費キャッシュレスサービス

医療通訳サービス

アプリを通じた各種サービス提供
アシスタンス会社への直通コール・災害情報の配信等

今後のインバウンドビジネスがいかに可能性のあるマーケッ
トであり、売上増強の見込みと成り得るのか、インバウンド
ビジネスで成果を出している企業・地域の事例等を交えて、
セミナー参加者がインバウンドビジネスの全体像について理
解を深めるセミナーを提供しています。

インバウンドセミナー

観光危機管理の第一人者で
ある髙松正人氏のセミナーの
他に「国内外の外国籍富裕
層へのアピールと誘客戦略」
「インフルエンサーがこっそり
教えるSNSにおける観光プロ
モーション戦略」など様々な
セミナーをご用意。

※他にも様々なテーマ・ラインナップをご用意
　しています。

テーマ別の豊富なセミナー講師陣

観光レジリエンス研究所 
代表　髙松 正人

インバウンド
受入環境整備における
災害時の対応

『訪れてみたい日本のアニメ聖地
88』を選定、オフィシャル化する
ことで国内外に積極的な情報発信
を行っています。地域や企業、権
利者、アニメファンの橋渡しとなり、
さらなるインバウンドの増大や地
域創生に繋がる企画やコンテンツ
の創出を行っており、コンサルティ
ングサービスも提供しています。

アニメツーリズム協会

地域のビジネスを海外へ！

3 企業・特産品の海外展開支援
自治体、事業者向けに、マーケティングからリスクマネジメント
まで一貫して支援します。支援の概要

訪日外国人6000万人に向けて

4 インバウンド対応支援
東京海上グループが提供する保険商品・サービスや海外ネット
ワーク、ノウハウ等をフル活用し、企業の海外展開を支援します。支援の概要

11 12

地
域
経
済
の
活
性
化



現地法人設立

事前準備 海外輸出情報収集

STANDAGE社おまかせ貿易
当社の資本業務提携先のSTANDAGE社と連携し、輸
出を検討している企業の貿易実務をDX化し、海外販
路の探索と開拓、交渉、決済、発送を全てワンストップ
でSTANDAGE社が請け負う輸出営業代行＋伴走サー
ビスを提供しています。

業界トップクラスのグローバルネットワークを活用し､海外進出のあらゆるフェーズをサポートします。

全体像

保険による下支え・当社海外拠点と連携した情報提供

越境EC等の
テストマーケティング  等

eラーニングによる社員教育

カントリーリスク等による
事業停止リスク対策の提供   等

駐在員派遣前の心配事に関する情報提供

輸出貨物に関するリスク情報の提供   等

海外販路開拓支援

各種セミナー開催   等

海外リスクに関する
情報誌の提供

「独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）」と協力し、当社が費用の全額または一部を
負担することにより、ジェトロの実施する2つのサービスを提供します。

海外取引に欠かせない知識を体系的に分かり易く学べるeラーニング講座です。目的別に様々な用意があり｢貿易実
務・基礎編｣や｢英文契約編｣の他、短い時間で効率的に学べる｢英文ビジネスeメール編｣等のご用意があります。

❶貿易実務オンライン講座

海外取引の足がかりとなる情報をジェトロが調査します。
❷海外ミニ調査サービス

※｢海外展開支援サービス｣は当社の商工三団体向け｢ビジネス総合保険制度｣｢海外PL保険制度｣に加入の会員事業者が対象です｡

海外展開支援サービス

医療・セキュリティアシスタンス
医療機関の紹介・キャッシュレス受診の手配、身の回り品の破損や賠償トラブルに関する相談が可能
です。また、政情不安・自然災害に際しお客様が緊急脱出する際のサポートを行います。

海外事業開始時のサービス事例

グローバルブランド社、自治体、商工会議所等と連携し、地域企業の個人向け商品の北米
Amazonへの出品支援を実施し、ECを活用したBtoCの輸出支援を行っています。

越境EC支援サービス

「よびこむ」→「もてなす」→「そなえる」の3STEPで､インバウンド事業を支援します。

全体像

よびこむ! そなえる!もてなす!

初めて取り組むインバウンド
対応の「どうしよう?」を解決

対人・対物事故が発生した場合
の賠償責任リスクへの備え 等

インバウンド
集客・受入支援サービス

世界に向けてWEBで
手軽にアピール!

超ビジネス保険

｢インバウンドツーリズムを
通じて日本を元気にする｣
をミッションに､インバウンド
に関する情報発信､研修・
セミナー等を展開する企業。
当社と業務提携を結び、
セミナー講演や情報提供
サービス､コンサルティング
サービスを提供しています。 代表取締役  村山慶輔

多言語
電話通訳
サービス

インバウンド
情報提供
サービス

インバウンド
コンサルティング
サービス

インバウンド対応に強みを持つ企業と提携し、
インバウンド対応支援メニューを提供しています。

もてなす!

国内で発生している医療費未収問題という課題解
決も踏まえ､訪日外国人旅行者が日本国内でケガや
病気等を被った場合の不安・不便等を解消すべく､
訪日外国人向け海外旅行保険を提供しています。

そなえる!
訪日外国人向け海外旅行保険のご案内

日本国内におけるケガや病気の治療費用､本国
等への移送費用等を補償します。

治療費キャッシュレスサービス

医療通訳サービス

アプリを通じた各種サービス提供
アシスタンス会社への直通コール・災害情報の配信等

今後のインバウンドビジネスがいかに可能性のあるマーケッ
トであり、売上増強の見込みと成り得るのか、インバウンド
ビジネスで成果を出している企業・地域の事例等を交えて、
セミナー参加者がインバウンドビジネスの全体像について理
解を深めるセミナーを提供しています。

インバウンドセミナー

観光危機管理の第一人者で
ある髙松正人氏のセミナーの
他に「国内外の外国籍富裕
層へのアピールと誘客戦略」
「インフルエンサーがこっそり
教えるSNSにおける観光プロ
モーション戦略」など様々な
セミナーをご用意。

※他にも様々なテーマ・ラインナップをご用意
　しています。

テーマ別の豊富なセミナー講師陣

観光レジリエンス研究所 
代表　髙松 正人

インバウンド
受入環境整備における
災害時の対応

『訪れてみたい日本のアニメ聖地
88』を選定、オフィシャル化する
ことで国内外に積極的な情報発信
を行っています。地域や企業、権
利者、アニメファンの橋渡しとなり、
さらなるインバウンドの増大や地
域創生に繋がる企画やコンテンツ
の創出を行っており、コンサルティ
ングサービスも提供しています。

アニメツーリズム協会

地域のビジネスを海外へ！

3 企業・特産品の海外展開支援
自治体、事業者向けに、マーケティングからリスクマネジメント
まで一貫して支援します。支援の概要

訪日外国人6000万人に向けて

4 インバウンド対応支援
東京海上グループが提供する保険商品・サービスや海外ネット
ワーク、ノウハウ等をフル活用し、企業の海外展開を支援します。支援の概要

11 12

地
域
経
済
の
活
性
化



M&A仲介のトップカンパニー㈱日本M&Aセ
ンターと共同開発した自動付帯型の表明保
証保険や、中小企業向けの簡易型表明保証
保険（国内M&A保険Light）の提供等を通
じて、中小企業の円滑な事業承継（第
三者承継）を支援しています。

役員の経営判断や従業員同士のトラブル
から経営者の責任を問われる等、株主や
従業員、取引先から受ける訴訟リスク等の
支援や､経営者が死亡・就業不能になった
場合の一時資金や相続財産の納税資金の
準備支援＊2等に対応します。

自社が受けられる可能
性の高い助成金を自動
診断できる「助成金・補
助金診断システム」＊3
を提供しています。

新規事業の立ち上げ・人事制度の見直しや
構築・DX推進をまず何から始めるか等、企
業のあらゆるお悩みを、専門人材がサポー
トします。アドバイスだけでなく実務も行
うメンバーとして参画し、企業を”目指
す姿”へ導きます。 様々な側面

からお支え
します

以下､Aに関する取り組みは､内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局が公表す
る2021年度｢地方創生に資する金融機関等の『特徴的な取組事例』｣に選定・表彰されました。

約５分で診断します。

プロ人材のマッチング＊1A

個別リスクへの対応C 資金対策D

事業承継支援B

企業を取り巻く様々なリスクに対し、当社グループのソリューション等で企業の持続可能
な経営を支えます。

経営に関する各種リスクへの支援

＊1 東京海上日動キャリアサービスの「プロドア」サービスになります。
＊2 東京海上日動あんしん生命の商品・サービスになります。
＊3 ライトアップ社と提携し、提供するサービスになります。

企業の多種多様なニーズや
経営課題に対して､当社グ
ループや各分野のプロフェッ
ショナルとのネットワークを利
用し､情報提供だけに留まら
ない課題の解決までをワンス
トップで支援するソリューショ
ンをご提供しています｡

ソリューションサイト「BUDDY+」

企業が抱える課題を見える化し、課題解決をご支援
します。具体的には、従業員の皆様に向け、「心身の
健康」「職場に潜むリスク」等の切り口でアンケート
を実施し、その結果に基づくフィードバックや支援策
をご提供します。

ウェルビーイングナビ

詳しくは､こちらを
ご覧ください。 

企業のサステナブルな経営へ

5 企業の持続可能な経営支援
東京海上グループが提供する保険商品・サービス等を活用し、
企業の円滑な事業運営・事業承継をサポートします。支援の概要
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事業承継支援B

企業を取り巻く様々なリスクに対し、当社グループのソリューション等で企業の持続可能
な経営を支えます。

経営に関する各種リスクへの支援

＊1 東京海上日動キャリアサービスの「プロドア」サービスになります。
＊2 東京海上日動あんしん生命の商品・サービスになります。
＊3 ライトアップ社と提携し、提供するサービスになります。

企業の多種多様なニーズや
経営課題に対して､当社グ
ループや各分野のプロフェッ
ショナルとのネットワークを利
用し､情報提供だけに留まら
ない課題の解決までをワンス
トップで支援するソリューショ
ンをご提供しています｡

ソリューションサイト「BUDDY+」

企業が抱える課題を見える化し、課題解決をご支援
します。具体的には、従業員の皆様に向け、「心身の
健康」「職場に潜むリスク」等の切り口でアンケート
を実施し、その結果に基づくフィードバックや支援策
をご提供します。

ウェルビーイングナビ

詳しくは､こちらを
ご覧ください。 

企業のサステナブルな経営へ

5 企業の持続可能な経営支援
東京海上グループが提供する保険商品・サービス等を活用し、
企業の円滑な事業運営・事業承継をサポートします。支援の概要
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東京海上日動の緊急時ホットラインサービスがお役に立ちます
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※上記金額はあくまで想定です。個社の状況、事故の内容、対応業者等により金額は変わります。
※あくまで事故例を示したものあり、全ての損害がサイバー保険制度の補償の対象として記載されているものではありません。

✚など

24時間
365日対応 0120-269-318

ブロック サイバー

５
つ
の
特
長

サ
ー
ビ
ス
の
概
要

全国的に中小企業が対象となるサイバー被害が後を絶ちません。香川県内でもサイバー被害の事例が発生しており、
規模・業種を問わず、多くの企業でセキュリティ対策の強化がより一層求められています。

ランサムウェアとは…身代金という意味を持つ英単語の「Ransom（ランサム）」と、コンピュータウイルス等を含むコンピュ
ータに何らかの処理を行うプログラムなどを指す「Software（ソフトウェア）」を組み合わせた造語です。感染させた端末内
のデータを暗号化などによって、利用できない状態にした上で、そのデータを利用できる状態に戻すことと引き換えに身代
金（金銭）を要求するマルウェアの名称です。

ランサムウェア
被害件数（R5）
197件

製造業
67件（34％）

卸売・小売業
33件（17％）

サービス業
27件（14％）

情報通信業
15件（8％）

建設業
12件（6％）

医療・福祉
10件（5％）

金融業・保険業
8件（4％）

その他
25件（13％）

ランサムウェア
被害件数（R5）
197件

中小企業
102件（52％）

大企業
71件（36％）

団体等
24件（12％）

期間限定でウイルス感染や
ネット接続不具合等のトラブ
ルに対して、初期アドバイスや
リモートサポートを行います。

（※1）東京海上日動が運営する「サイバーセキュリティ情報発信サイト」です。　（※2）会員登録(無料)が必要です。出典：警察庁「令和5年におけるサイバー空間をめぐる脅威の情勢等について」 出典：警察庁「令和5年におけるサイバー空間をめぐる脅威の情勢等について」

ウイルス対策だけでは完全に
防ぐ事が難しい「標的型攻撃
メール」の訓練を最大10名ま
で実施することができます。

サイバーセキュリティに関す
る役立つ情報を様々なテーマ
で定期的に更新しています。
専門家による事例紹介などを
ご提供しています。

ウイルス感染等の日常の
サイバートラブルに、初
期アドバイスやリモート
サポート等を行います。

日常の
サイバー

トラブル対応
からご支援

経験豊富な
サイバー
専門家が
ご支援

多様な
専門事業者
ラインナップ

初動から
再発防止まで
ご支援

保険適用外
でも

利用可能

インシデント対応に実績
のあるサイバー専門組織
が対応いたします。

多様な専門事業者の中か
ら、最適な事業者をご紹
介します。

初動対応から、再発防止
に至るまでワンストップ
でご支援します。

仮に保険が適用されない
場合でもサービス利用可
能です。（専門事業者手配の
実費はお客様のご負担となり
ます。）

最新ニューストラブル発生時の
電話相談（※2）

標的型
攻撃メール訓練（※2）

記事コラム

サイバーセキュリティ・ 
外部診断（※2）

予想損失額 
シミュレーション（※2）

ご利用の際は、「ご契約者名」「証券番号」（または「ご加入者名」「加入者証券番号」）を確認させていただきます。 

弁護士
コールセンター

フォレンジック
メディア対応

期間
限定

損害賠償責任に
関する補償

費用に関する補償 利益に関する補償

サイバー攻撃によ
り営業を休止する
ことになった...

復旧するまで売上
が減少してしまっ
た...

香川県内でも増加する中小企業のサイバーリスク

東京海上日動のTokio Cyber Port（※1）がお役に立ちます
●ランサムウェア被害の企業・団体等の規模別報告件数（全国） ●ランサムウェア被害の企業・団体等の業種別報告件数（全国）

例えば、中小企業において以下のような事例が想定されます

サービス業

従業員のアカウントが不正にログインされ、取引先数百社
に500通を超えるなりすましメールが送信された。
感染源や経路特定のために、複数回の調査が必要となり、
原因・被害範囲調査費用に1,200万円、広報対応コンサル
ティング費用に100万円かかった。

2台のパソコンが不正アクセスにより乗っ取られ、インター
ネットの閲覧履歴や内部の設定などが書き換えられた形跡
を発見。すぐに、乗っ取られたパソコンを隔離するなどの対
策を取ったうえで、外部機関に原因調査と被害範囲の調査
を依頼。調査費用だけで400万円かかった。

想定される
事例1

想定される
事例2 400万円1,300万円被害額 被害額

※記載の被害額は過去の事例等を踏まえた想定金額であり、個々の案件の内容・対応業者等により金額は変わります。
※被害および金額はあくまで想定です。個社の状況、事故の内容、対応業者等により変わります。
※あくまで事故例を示したものあり、全ての損害がサイバー保険制度の補償の対象として記載されているものではありません。

●それでもサイバー攻撃対応のための費用や損害賠償請求が発生した場合、損害賠償補償・費用補償・利益補償でお守りします。
●利益補償はオプションです。その他、補償を拡大するオプションをご用意しております。

●お客様に発生した様々なサイバーリスクに関する
トラブルやインシデントについて、専用窓口（フリー
ダイヤル）で直接ご支援を実施するサービスです。

サイバー攻撃によりウイル
スに感染し、他人に損失を
与えてしまい、法律上の損
害賠償責任が発生した...

損害賠償責任に関する
訴訟や示談交渉に弁護
士や訴訟費用が必要...

サイバー攻撃の
有無を調査する
のに費用がか
かった...

サイバー攻撃を
受けた結果、サ
ーバを修理する
ことになった...

個人情報漏えいの
被害者に対して、
謝罪するための見
舞品を購入した...

サイバー保険制度で、サイバーセキュリティ対策をサポートします

東京海上日動のサイバー保険制度がお役に立ちます

※下記のうちサービス部分については、
　変更・中止となる場合があります。

賠償責任保険普通保険約款・情報通信技術特別約款 サイバーセキュリティ事故対応費用担保特約条項
基本補償：賠償部分 
自社コンピュータシステム
の所有・使用・管理等に起
因して発生した他人の事業
の休止または阻害や情報漏
えい等について、被保険者
が法律上の損害賠償責任
を負担することによって被
る損害を補償します。

●法律上の
　損害賠償金 
●争訟費用
　(弁護士費用等) 
●協力費用

コンピュータシステム中断担保特約条項
オプション補償 
不測かつ突発的に生じた、コン
ピュータシステムの操作・デー
タ処理上の過誤等またはサイ
バー攻撃に起因して、記名被
保険者が所有・管理するコン
ピュータシステムが機能停止
することによって生じた記名
被保険者の①利益損失、②営
業継続費用を補償します。

●喪失利益
●収益減少
　防止費用
●営業継続費用

基本補償：費用部分 
情報漏えい、サイバー攻
撃等に起因して、一定期
間内に生じたサイバー
攻撃対応費用やデータ・
コンピュータシステムを
復旧する費用、訴訟対応
費用等を被保険者が負
担することによって被る
損害を補償します。

●緊急対応費用 
●サイバー攻撃
　対応費用 
●原因・被害範囲
　調査費用  
●相談費用 
●コンピュータ
　システム復旧費用 
●その他事故対応費用 
●再発防止費用 
●訴訟対応費用

割引率
団体割引20%適用 
団体割引適用により一般の加入より最大約20%割安に加入できます。
※記名被保険者数によって保険料の引き上げまたは引き下げ等の変更をさせていただきますので予めご了承ください。

保険事業や業務内容、社会課題解決に対する保険
会社の果たすべき役割を学ぶとともに、将来社会人
として必要なスキルやコミュニケーション能力の獲得
を目指すプログラムです。フィールドワークを通じて
実際に発見したこ
と、考えたことを
踏まえグループ議
論を行い、リスク
に対する考え方や
社会インフラとし
て保険が果たす役
割を学びます。

リスクと未来を考える授業
パン屋さん経営を題材としたカードゲームを通じて経営を疑
似体験しながら､｢挑戦すること」「チャンスを活かすこと」
「リスクを想定し､その対応を考えること」の大切さを学び､
職業観を身につけるための授業です。
（千葉大学教育学部教授・副学部長
  藤川大祐先生  監修）

地震、津波が発生する仕組み
や身の守り方について学び、非
常持ち出し品等を使用し、事前
の備えについて考える授業です。

ぼうさい授業
～地震・津波編～

（東北大学  災害科学国際研究所   監修） （東北大学  災害科学国際研究所、京都大学
  防災研究所   監修）

水害、土砂災害が発生する仕組みや身の守
り方について学び、万が一避難所で過ごす
ことになった時に自分の周りの人のために
どのようなことができるかを考える授業です。

ぼうさい授業
～水害・土砂災害編～

みどりの授業
マングローブの植林活動を題材
に、地球温暖化防止・生物多様
性・津波や土砂流出の被害軽減
等の効果について学び、自分
たちでできる地球環境保護活動
について考える授業です。

ぼうさい授業

ジュニアインターン

高齢者の「歩く」「聞
く」「見る」の３つの特
徴を学びながら、高
齢者について理解
を深める授業です。
●体験型授業で、高
齢者に接する際の
配慮を学び考える

●地域の高齢者に
関する相談機関
を知る（ヤングケ
アラー対策にも）

かいごの授業
～高齢者のことを知ってもらう授業～

創業100年を超える長寿企業。その物語
に秘められた知恵を、地域の皆様とともに
発掘し、次世代への継承と地域活性化を
目的としたイベントを全国にて開催中。

2017年「智慧の燈火（ちえのともしび）プロジェクト」の発足時より、オフィシャ
ルパートナーとして延べ1,000社5,000名を超える方々とのご縁を紡いできま
した。地域・長寿企業・自治体・経済団体・金融機関・メディア・教育機関と連携し、
地域の課題解決とイノベーションの創造に取り組んでいます。

地方創生経営者フォーラム 伝燈と志命 

長寿企業が持つ､唯一無二の知恵を発掘・融和し､次代へと伝承

山口フォーラム2025

全国の警察本部等と連携した
啓発チラシ作成

代理店向けニュースでの
地域の魅力発信

全国の警察本部
等と連携しながら
｢サイバーリスク
対策｣等の各種
啓発チラシ等を
作成し､地域への
啓発活動を支援
しています。

当社が発行している全国の代理店向け
ニュースにて、毎号１つの都道府県を取り上
げて、地域の魅力を発信しています。

各地の魅力を伝えるイベント

物産展等のイベントを開催し､各地の魅力を
伝える活動を支援しています｡

当社webサイトに訪れた方を各自治体の
公式サイトや観光サイトへ誘導します。
※協定締結自治体のみ

当社webサイトから自治体
サイトへのリンク（バナー設置）

香川県警察と東京海上日動は、
サイバーセキュリティへの取り組みを通じて社会の安全・安心に
貢献します！
※本紙面は、香川県警察が特定の商品やサービスを推奨するものではありません。

最大

＊団体割引20％、リスク
評価割引最大60％を
適用した場合

割引
約    ％68

＊

香川県の商工会議所会員事業者の皆様へ

【代理店】 【引受保険会社】
東京海上日動火災保険株式会社
高松支店

2024年5月作成　24T-000258

このチラシは、サイバー保険制度（サイバーリスク保険）の概要についてご紹介したものです。保険の内容は、サイバー保険制度のパンフレットをご覧ください。詳細は契約者である
団体の代表者の方にお渡ししてあります保険約款によりますが、ご不明な点がありましたら代理店までお問い合わせください。

サイバー保険制度
香川県内企業での
サイバーリスクも

2024年３月１日以降始期用（正式名称：サイバーリスク保険）

未来を担う子どもたちへ

1 教育支援
東京海上グループ社員や代理店が講師となり学校に訪問し、未
来を担う子どもたちへの教育支援として、環境、防災、キャリア、
高齢化社会をテーマとした教育プログラムを提供します。

支援の概要

地域の情報を発信！

2 情報発信支援
当社ネットワークを活用した全国各地の魅力発信や、自治体等
と連携した各種啓発活動など地域の情報発信を支援します。支援の概要
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※上記金額はあくまで想定です。個社の状況、事故の内容、対応業者等により金額は変わります。
※あくまで事故例を示したものあり、全ての損害がサイバー保険制度の補償の対象として記載されているものではありません。

✚など

24時間
365日対応 0120-269-318

ブロック サイバー

５
つ
の
特
長

サ
ー
ビ
ス
の
概
要

全国的に中小企業が対象となるサイバー被害が後を絶ちません。香川県内でもサイバー被害の事例が発生しており、
規模・業種を問わず、多くの企業でセキュリティ対策の強化がより一層求められています。

ランサムウェアとは…身代金という意味を持つ英単語の「Ransom（ランサム）」と、コンピュータウイルス等を含むコンピュ
ータに何らかの処理を行うプログラムなどを指す「Software（ソフトウェア）」を組み合わせた造語です。感染させた端末内
のデータを暗号化などによって、利用できない状態にした上で、そのデータを利用できる状態に戻すことと引き換えに身代
金（金銭）を要求するマルウェアの名称です。

ランサムウェア
被害件数（R5）
197件

製造業
67件（34％）

卸売・小売業
33件（17％）

サービス業
27件（14％）

情報通信業
15件（8％）

建設業
12件（6％）

医療・福祉
10件（5％）

金融業・保険業
8件（4％）

その他
25件（13％）

ランサムウェア
被害件数（R5）
197件

中小企業
102件（52％）

大企業
71件（36％）

団体等
24件（12％）

期間限定でウイルス感染や
ネット接続不具合等のトラブ
ルに対して、初期アドバイスや
リモートサポートを行います。

（※1）東京海上日動が運営する「サイバーセキュリティ情報発信サイト」です。　（※2）会員登録(無料)が必要です。出典：警察庁「令和5年におけるサイバー空間をめぐる脅威の情勢等について」 出典：警察庁「令和5年におけるサイバー空間をめぐる脅威の情勢等について」

ウイルス対策だけでは完全に
防ぐ事が難しい「標的型攻撃
メール」の訓練を最大10名ま
で実施することができます。

サイバーセキュリティに関す
る役立つ情報を様々なテーマ
で定期的に更新しています。
専門家による事例紹介などを
ご提供しています。

ウイルス感染等の日常の
サイバートラブルに、初
期アドバイスやリモート
サポート等を行います。

日常の
サイバー

トラブル対応
からご支援

経験豊富な
サイバー
専門家が
ご支援

多様な
専門事業者
ラインナップ

初動から
再発防止まで
ご支援

保険適用外
でも

利用可能

インシデント対応に実績
のあるサイバー専門組織
が対応いたします。

多様な専門事業者の中か
ら、最適な事業者をご紹
介します。

初動対応から、再発防止
に至るまでワンストップ
でご支援します。

仮に保険が適用されない
場合でもサービス利用可
能です。（専門事業者手配の
実費はお客様のご負担となり
ます。）

最新ニューストラブル発生時の
電話相談（※2）

標的型
攻撃メール訓練（※2）

記事コラム

サイバーセキュリティ・ 
外部診断（※2）

予想損失額 
シミュレーション（※2）

ご利用の際は、「ご契約者名」「証券番号」（または「ご加入者名」「加入者証券番号」）を確認させていただきます。 

弁護士
コールセンター

フォレンジック
メディア対応

期間
限定

損害賠償責任に
関する補償

費用に関する補償 利益に関する補償

サイバー攻撃によ
り営業を休止する
ことになった...

復旧するまで売上
が減少してしまっ
た...

香川県内でも増加する中小企業のサイバーリスク

東京海上日動のTokio Cyber Port（※1）がお役に立ちます
●ランサムウェア被害の企業・団体等の規模別報告件数（全国） ●ランサムウェア被害の企業・団体等の業種別報告件数（全国）

例えば、中小企業において以下のような事例が想定されます

サービス業

従業員のアカウントが不正にログインされ、取引先数百社
に500通を超えるなりすましメールが送信された。
感染源や経路特定のために、複数回の調査が必要となり、
原因・被害範囲調査費用に1,200万円、広報対応コンサル
ティング費用に100万円かかった。

2台のパソコンが不正アクセスにより乗っ取られ、インター
ネットの閲覧履歴や内部の設定などが書き換えられた形跡
を発見。すぐに、乗っ取られたパソコンを隔離するなどの対
策を取ったうえで、外部機関に原因調査と被害範囲の調査
を依頼。調査費用だけで400万円かかった。

想定される
事例1

想定される
事例2 400万円1,300万円被害額 被害額

※記載の被害額は過去の事例等を踏まえた想定金額であり、個々の案件の内容・対応業者等により金額は変わります。
※被害および金額はあくまで想定です。個社の状況、事故の内容、対応業者等により変わります。
※あくまで事故例を示したものあり、全ての損害がサイバー保険制度の補償の対象として記載されているものではありません。

●それでもサイバー攻撃対応のための費用や損害賠償請求が発生した場合、損害賠償補償・費用補償・利益補償でお守りします。
●利益補償はオプションです。その他、補償を拡大するオプションをご用意しております。

●お客様に発生した様々なサイバーリスクに関する
トラブルやインシデントについて、専用窓口（フリー
ダイヤル）で直接ご支援を実施するサービスです。

サイバー攻撃によりウイル
スに感染し、他人に損失を
与えてしまい、法律上の損
害賠償責任が発生した...

損害賠償責任に関する
訴訟や示談交渉に弁護
士や訴訟費用が必要...

サイバー攻撃の
有無を調査する
のに費用がか
かった...

サイバー攻撃を
受けた結果、サ
ーバを修理する
ことになった...

個人情報漏えいの
被害者に対して、
謝罪するための見
舞品を購入した...

サイバー保険制度で、サイバーセキュリティ対策をサポートします

東京海上日動のサイバー保険制度がお役に立ちます

※下記のうちサービス部分については、
　変更・中止となる場合があります。

賠償責任保険普通保険約款・情報通信技術特別約款 サイバーセキュリティ事故対応費用担保特約条項
基本補償：賠償部分 
自社コンピュータシステム
の所有・使用・管理等に起
因して発生した他人の事業
の休止または阻害や情報漏
えい等について、被保険者
が法律上の損害賠償責任
を負担することによって被
る損害を補償します。

●法律上の
　損害賠償金 
●争訟費用
　(弁護士費用等) 
●協力費用

コンピュータシステム中断担保特約条項
オプション補償 
不測かつ突発的に生じた、コン
ピュータシステムの操作・デー
タ処理上の過誤等またはサイ
バー攻撃に起因して、記名被
保険者が所有・管理するコン
ピュータシステムが機能停止
することによって生じた記名
被保険者の①利益損失、②営
業継続費用を補償します。

●喪失利益
●収益減少
　防止費用
●営業継続費用

基本補償：費用部分 
情報漏えい、サイバー攻
撃等に起因して、一定期
間内に生じたサイバー
攻撃対応費用やデータ・
コンピュータシステムを
復旧する費用、訴訟対応
費用等を被保険者が負
担することによって被る
損害を補償します。

●緊急対応費用 
●サイバー攻撃
　対応費用 
●原因・被害範囲
　調査費用  
●相談費用 
●コンピュータ
　システム復旧費用 
●その他事故対応費用 
●再発防止費用 
●訴訟対応費用

割引率
団体割引20%適用 
団体割引適用により一般の加入より最大約20%割安に加入できます。
※記名被保険者数によって保険料の引き上げまたは引き下げ等の変更をさせていただきますので予めご了承ください。

保険事業や業務内容、社会課題解決に対する保険
会社の果たすべき役割を学ぶとともに、将来社会人
として必要なスキルやコミュニケーション能力の獲得
を目指すプログラムです。フィールドワークを通じて
実際に発見したこ
と、考えたことを
踏まえグループ議
論を行い、リスク
に対する考え方や
社会インフラとし
て保険が果たす役
割を学びます。

リスクと未来を考える授業
パン屋さん経営を題材としたカードゲームを通じて経営を疑
似体験しながら､｢挑戦すること」「チャンスを活かすこと」
「リスクを想定し､その対応を考えること」の大切さを学び､
職業観を身につけるための授業です。
（千葉大学教育学部教授・副学部長
  藤川大祐先生  監修）

地震、津波が発生する仕組み
や身の守り方について学び、非
常持ち出し品等を使用し、事前
の備えについて考える授業です。

ぼうさい授業
～地震・津波編～

（東北大学  災害科学国際研究所   監修） （東北大学  災害科学国際研究所、京都大学
  防災研究所   監修）

水害、土砂災害が発生する仕組みや身の守
り方について学び、万が一避難所で過ごす
ことになった時に自分の周りの人のために
どのようなことができるかを考える授業です。

ぼうさい授業
～水害・土砂災害編～

みどりの授業
マングローブの植林活動を題材
に、地球温暖化防止・生物多様
性・津波や土砂流出の被害軽減
等の効果について学び、自分
たちでできる地球環境保護活動
について考える授業です。

ぼうさい授業

ジュニアインターン

高齢者の「歩く」「聞
く」「見る」の３つの特
徴を学びながら、高
齢者について理解
を深める授業です。
●体験型授業で、高
齢者に接する際の
配慮を学び考える

●地域の高齢者に
関する相談機関
を知る（ヤングケ
アラー対策にも）

かいごの授業
～高齢者のことを知ってもらう授業～

創業100年を超える長寿企業。その物語
に秘められた知恵を、地域の皆様とともに
発掘し、次世代への継承と地域活性化を
目的としたイベントを全国にて開催中。

2017年「智慧の燈火（ちえのともしび）プロジェクト」の発足時より、オフィシャ
ルパートナーとして延べ1,000社5,000名を超える方々とのご縁を紡いできま
した。地域・長寿企業・自治体・経済団体・金融機関・メディア・教育機関と連携し、
地域の課題解決とイノベーションの創造に取り組んでいます。

地方創生経営者フォーラム 伝燈と志命 

長寿企業が持つ､唯一無二の知恵を発掘・融和し､次代へと伝承

山口フォーラム2025

全国の警察本部等と連携した
啓発チラシ作成

代理店向けニュースでの
地域の魅力発信

全国の警察本部
等と連携しながら
｢サイバーリスク
対策｣等の各種
啓発チラシ等を
作成し､地域への
啓発活動を支援
しています。

当社が発行している全国の代理店向け
ニュースにて、毎号１つの都道府県を取り上
げて、地域の魅力を発信しています。

各地の魅力を伝えるイベント

物産展等のイベントを開催し､各地の魅力を
伝える活動を支援しています｡

当社webサイトに訪れた方を各自治体の
公式サイトや観光サイトへ誘導します。
※協定締結自治体のみ

当社webサイトから自治体
サイトへのリンク（バナー設置）

香川県警察と東京海上日動は、
サイバーセキュリティへの取り組みを通じて社会の安全・安心に
貢献します！
※本紙面は、香川県警察が特定の商品やサービスを推奨するものではありません。

最大

＊団体割引20％、リスク
評価割引最大60％を
適用した場合

割引
約    ％68

＊

香川県の商工会議所会員事業者の皆様へ

【代理店】 【引受保険会社】
東京海上日動火災保険株式会社
高松支店

2024年5月作成　24T-000258

このチラシは、サイバー保険制度（サイバーリスク保険）の概要についてご紹介したものです。保険の内容は、サイバー保険制度のパンフレットをご覧ください。詳細は契約者である
団体の代表者の方にお渡ししてあります保険約款によりますが、ご不明な点がありましたら代理店までお問い合わせください。

サイバー保険制度
香川県内企業での
サイバーリスクも

2024年３月１日以降始期用（正式名称：サイバーリスク保険）

未来を担う子どもたちへ

1 教育支援
東京海上グループ社員や代理店が講師となり学校に訪問し、未
来を担う子どもたちへの教育支援として、環境、防災、キャリア、
高齢化社会をテーマとした教育プログラムを提供します。

支援の概要

地域の情報を発信！

2 情報発信支援
当社ネットワークを活用した全国各地の魅力発信や、自治体等
と連携した各種啓発活動など地域の情報発信を支援します。支援の概要
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地域関係者（産官学
金労言士＊等）を一堂
に会した「地方創生研
鑽会」を開催し、地域
活性化に向けた意見
交換を通じた異業種
交流、人材育成、人
脈構築等を実現しま
す。グループワークを
通じた議論を行い、最
終的には自治体へ地
方創生に資する提言
等も行います。

愛知県創生研鑽会 おおいた・函館創生研鑽会

＊産業界・行政機関・教育
機関・金融機関・労働団
体・言論界・士業。地方
創生を進める上では、地
域の様々な関係者と連
携することが重要とされ
ており、この地域関係者
を指す際等にしばしば用
いられる。

地方創生研鑽会とは

実施事例

講演
（総合戦略説明等）

RESAS研修

ロジカルシンキング研修

自
治
体

東
京
海
上
グ
ル
ー
プ・社
外
教
育
機
関

政策提案

政策提案

地方創生研鑽会

A社 B社 C社 D社 当社

大分支店・北海道支店では地域
における喫緊の課題である「人
口減少」の解決に取り組む研鑽
会を開催。当社が主体となって
運営を担い、ディーラーや地元
企業との共催で、彼らの人脈も
活かしながら、地域中核企業・
大学・ローカルベンチャーも巻
き込み、半年に渡って実施。学
生も参画することで若者の地域
への定住や人口流出を防ぐため
にも、参加企業の魅力向上に繋
げることも狙いとしている。

令和６年度から名古
屋大学大学院環境
学研究科と連携協定
を締結し、地方創生
等に造詣の深い教授
からのアドバイスや当該研究科の大学院生が
チームメンバーとして参画することで、論議・提
案内容が大きくグレードアップ。
また、スタートアップ企業との交流会や愛知県な
らびに名古屋市の関係課との意見交換会を実施
し、現場ニーズに合った提言内容に昇華すること
で、内閣府主催「地方創生☆政策アイデアコン
テスト2024」にて地方創生担当大臣賞を受賞。

研鑽会を通じ自治体に向けた政策提言を行う

実施パターン❶

研鑽会を通じ地域企業の新規事業検討や地域課題解決に繋げる取り組みを実施する

実施パターン❷

A社 B社 C社 地元大学生 当社

グループワーク

グループワーク

社会課題ワークショップ

事業内容へのアドバイス

社
外
講
師・起
業
家
等

地方創生研鑽会

A社 B社 自治体 当社

C社 D社 地元大学生 当社

グループワーク

グループワーク

取り組むべき地域課題と
自業・取り組みについて検討

実際の
取り組みまで
実施

地域に根ざした皆様とともに

自治体 金融機関 商工三団体

福島県・東邦銀行・当社の３者は、２０２０年３月に「地方
創生・SDGｓの推進に関する連携協定」を締結してい
ます。締結以降、３者での取り組みを進めており、若
手社員合同SDGs研修会やふくしまマルシェ、大学生
向けの3者の職場を回るツアー等を実施しています。

令和６年度福島県事業として、地域の金融機関や経
済団体等と連携した企業の脱炭素化に向けた体制
構築支援の取り組みを実施しました。県からの委託
により当社が事務局となり、地域の金融機関や経済
団体とともに、取り組みを進めました。

福島県における共同の取り組み事例

自治体と連携し地域課題解決

を共に考えることで、持続可

能な地域社会の実現に向け、

地域全体に課題解決シナリオ
を届けることを目指します。

地域企業に対し高い信用力と

強固な関係性を持つ金融機関

と連携することで、より高度な
価値提供のお手伝いを通じて
地域経済の発展を目指します。

地域の中小企業を支える商工

団体と連携することで、支援

内容拡充や付加価値提供を

通じて、地域企業の課題解
決・発展を目指します。

福島県・東邦銀行・東京海上日動
３者連携協定による取り組み

福島県内企業の
脱炭素化体制構築を支援

東邦銀行

福島県

東京海上日動

その他の具体的な取り組み事例は次のページに記載しています。

事務局
福島県、東京海上日動

金融機関
県内に本店を置く
地方銀行

経済団体
商工三団体等

◆企業脱炭素化支援体制の構築
◆サプライチェーン排出量の見える化モデルの創出
◆県内企業向け脱炭素経営セミナーの開催

支援内容企業の競争力
強化や雇用
創出

未来を担う
若者の
定着や還流

SDGｓの
達成に向けた
取り組みの
普及・促進

おおいた創生研鑽会

函館創生研鑽会

異業種交流で地域を活性化

3 地方創生研鑽会
地方創生をテーマに異業種交流を図る「地方創生研鑽会」を
開催しています｡地域の皆様と地方創生を考える中で､次代を
担う中堅社員の人材育成や人脈構築を支援するとともに､企業
と学生の接点を作り地元で働く意義を考えるきっかけとします。

支援の概要
地方創生の取り組みを加速させていくため､地域社会の持続的発
展に取り組まれている､地域に根差した｢自治体｣｢金融機
関｣｢商工三団体｣等と連携した取り組みを行っています。

支援の概要

地域のメインプレイヤーとともに

4 自治体・金融機関・商工三団体等との共同取り組み
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地域関係者（産官学
金労言士＊等）を一堂
に会した「地方創生研
鑽会」を開催し、地域
活性化に向けた意見
交換を通じた異業種
交流、人材育成、人
脈構築等を実現しま
す。グループワークを
通じた議論を行い、最
終的には自治体へ地
方創生に資する提言
等も行います。

愛知県創生研鑽会 おおいた・函館創生研鑽会

＊産業界・行政機関・教育
機関・金融機関・労働団
体・言論界・士業。地方
創生を進める上では、地
域の様々な関係者と連
携することが重要とされ
ており、この地域関係者
を指す際等にしばしば用
いられる。

地方創生研鑽会とは

実施事例

講演
（総合戦略説明等）

RESAS研修

ロジカルシンキング研修

自
治
体

東
京
海
上
グ
ル
ー
プ・社
外
教
育
機
関

政策提案

政策提案

地方創生研鑽会

A社 B社 C社 D社 当社

大分支店・北海道支店では地域
における喫緊の課題である「人
口減少」の解決に取り組む研鑽
会を開催。当社が主体となって
運営を担い、ディーラーや地元
企業との共催で、彼らの人脈も
活かしながら、地域中核企業・
大学・ローカルベンチャーも巻
き込み、半年に渡って実施。学
生も参画することで若者の地域
への定住や人口流出を防ぐため
にも、参加企業の魅力向上に繋
げることも狙いとしている。

令和６年度から名古
屋大学大学院環境
学研究科と連携協定
を締結し、地方創生
等に造詣の深い教授
からのアドバイスや当該研究科の大学院生が
チームメンバーとして参画することで、論議・提
案内容が大きくグレードアップ。
また、スタートアップ企業との交流会や愛知県な
らびに名古屋市の関係課との意見交換会を実施
し、現場ニーズに合った提言内容に昇華すること
で、内閣府主催「地方創生☆政策アイデアコン
テスト2024」にて地方創生担当大臣賞を受賞。

研鑽会を通じ自治体に向けた政策提言を行う

実施パターン❶

研鑽会を通じ地域企業の新規事業検討や地域課題解決に繋げる取り組みを実施する

実施パターン❷

A社 B社 C社 地元大学生 当社

グループワーク

グループワーク

社会課題ワークショップ

事業内容へのアドバイス

社
外
講
師・起
業
家
等

地方創生研鑽会

A社 B社 自治体 当社

C社 D社 地元大学生 当社

グループワーク

グループワーク

取り組むべき地域課題と
自業・取り組みについて検討

実際の
取り組みまで
実施

地域に根ざした皆様とともに

自治体 金融機関 商工三団体

福島県・東邦銀行・当社の３者は、２０２０年３月に「地方
創生・SDGｓの推進に関する連携協定」を締結してい
ます。締結以降、３者での取り組みを進めており、若
手社員合同SDGs研修会やふくしまマルシェ、大学生
向けの3者の職場を回るツアー等を実施しています。

令和６年度福島県事業として、地域の金融機関や経
済団体等と連携した企業の脱炭素化に向けた体制
構築支援の取り組みを実施しました。県からの委託
により当社が事務局となり、地域の金融機関や経済
団体とともに、取り組みを進めました。

福島県における共同の取り組み事例

自治体と連携し地域課題解決

を共に考えることで、持続可

能な地域社会の実現に向け、

地域全体に課題解決シナリオ
を届けることを目指します。

地域企業に対し高い信用力と

強固な関係性を持つ金融機関

と連携することで、より高度な
価値提供のお手伝いを通じて
地域経済の発展を目指します。

地域の中小企業を支える商工

団体と連携することで、支援

内容拡充や付加価値提供を

通じて、地域企業の課題解
決・発展を目指します。

福島県・東邦銀行・東京海上日動
３者連携協定による取り組み

福島県内企業の
脱炭素化体制構築を支援

東邦銀行

福島県

東京海上日動

その他の具体的な取り組み事例は次のページに記載しています。

事務局
福島県、東京海上日動

金融機関
県内に本店を置く
地方銀行

経済団体
商工三団体等

◆企業脱炭素化支援体制の構築
◆サプライチェーン排出量の見える化モデルの創出
◆県内企業向け脱炭素経営セミナーの開催

支援内容企業の競争力
強化や雇用
創出

未来を担う
若者の
定着や還流

SDGｓの
達成に向けた
取り組みの
普及・促進

おおいた創生研鑽会

函館創生研鑽会

異業種交流で地域を活性化

3 地方創生研鑽会
地方創生をテーマに異業種交流を図る「地方創生研鑽会」を
開催しています｡地域の皆様と地方創生を考える中で､次代を
担う中堅社員の人材育成や人脈構築を支援するとともに､企業
と学生の接点を作り地元で働く意義を考えるきっかけとします。

支援の概要
地方創生の取り組みを加速させていくため､地域社会の持続的発
展に取り組まれている､地域に根差した｢自治体｣｢金融機
関｣｢商工三団体｣等と連携した取り組みを行っています。

支援の概要

地域のメインプレイヤーとともに

4 自治体・金融機関・商工三団体等との共同取り組み
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要配慮者避難の課題解決に向けた取り組み 次世代技術の産業化と人材育成に向けた取り組み
福島では福島国際研究教育機構と連携協定を締結しま
した。本協定では、東北の発展的な復興を実現し、世
界水準の研究成果の産業化をリードしていきます。協定
に基づく第一弾の人材育成事業として、当社航空保険
専門部署より、福島県、東邦銀行、当社向けに「空飛ぶ
クルマ・ドローン勉強会」を開催。産業化と人材育成を
軸に相乗効果を生み出していきます。

福島東京

協定式の様子

自治体

佐賀
地域一体となった災害事前対策セミナーの開催
佐賀県では、佐賀県商工会議所連合会・佐賀県中小
企業団体中央会・佐賀県商工会連合会と共催、佐賀
県・佐賀県警を後援として「サイバー攻撃と自然災害
への事前対策セミナー」を開催しました。
当日はメイン会場を弊社佐賀支店とし、県内７カ所を
サテライト会場で同時配信することで、県内の参加者
に広く均質な情報提供を行いました。

官民の防災関連データを活用し、要配慮者の避難支援
プロセス全体の課題解決に寄与することを目的として、
東京海上レジリエンス（株）が代表企業として本プロジェ
クトを受託しました。具体的な取り組みとしては、個別
避難計画作成から災害時の避難支援業務の全体見直し
や、区市町村と災害時連携協定を締結している民間事
業者との災害時の連携方法明確化等を行いました。

大阪

シニア運動会の様子

自治体 健康寿命日本一を目指す包括連携協定
2024年5月に和泉市と包括連携協定を締結しました。
協定締結をゴールとせず、協定に基づいた取り組みを
協議し、健康寿命日本一への取り組み第一弾として、
11月に60歳以上の市民を対象にした「シニア運動会」
を開催しました。また、今後に活かすため、運動会後に
市、企業と共に振り返り会を実施し、反省点を纏めま
した。今後も協定に基づいた官民連携の取り組みを行
い地域活性化、社会課題解決に貢献します。

地域の核となる商工会議所議員企業に
“備え”の重要性をご案内
苫小牧商工会議所が主催する地域経済の中心である
議員企業が集う総会の場で、保険による“備え”の重要
性をお伝えしました。防災・減災、人手不足等の地域・
社会課題の解決に向け当社は保険を通じて貢献し、
商工会議所と連携して地域の活性化に繋がる取り組
みを行っています。

地方銀行と連携した海外進出支援
「百十四銀行（香川県地銀）と一体となった中小企業
向け海外販路開拓支援」百十四銀行と連携し、協業
しているSTANDAGE社が企業に代わって貿易を行うと
いう「おまかせ貿易サービス」を提案し、地域の中小企
業向け海外販路開拓に向けた取り組みを進めていま
す。地域の金融機関におけるビジネスマッチングだけ
でなく、その先の中小企業の営業支援にも取り組んで
おり、地方銀行とともに地方創生を目指しています。

香川北海道

写真はイメージです

マーケットホルダーである大阪シティ信用金庫様と企画
し、信金取引先を対象にした海外販路拡大セミナーを連
携先のJETRO、STANDAGEと共催しました。セミナーで
はJETROが販路拡大の成功事例とその後の個別事業紹
介を、当社が販路拡大に伴うリスクを、STANDAGE社が
販路拡大のためのサービスを紹介し、府内の中小企業の
発展に向けた取り組みを実施しました。

大阪

協会けんぽ・商工会と連携した健康経営セミナー
2023年12月に協会けんぽ（茨城支部）と連携協定を締結
したことを契機として共催セミナーを実施しました。つく
ば市商工会にも共催団体に参画いただき、当日は
「Well-Being×健康経営」をメインに据えて、健康増進か
らの健診受診勧奨の大切さをお伝えしました。また、災害
対策の観点で、事業継続力強化計画についても触れ、平
時の健康経営・有事のＢＣＰの重要性をお伝えしました。

茨城

セミナーの様子 セミナーの様子

海外展開支援による地域企業の販路拡大

金融機関

商工三団体

議員総会の様子

【東京都 令和6年度東京データプラットフォームケーススタディ事業】
要配慮者の避難支援トータルサポートプロジェクト

自治体 その他団体
北海道

現地調査を実施した施設

自治体
道立公園におけるリスクの洗い出し
北海道に11カ所ある道立公園において、利用者の安全
性向上と魅力度向上を目的に、当社の事故防止専門
チームによるコンサルティング活動を自治体と連携し開
始しました。現地調査による気付きを基にした改善提案
について指定管理者である企業向けセミナーで講演す
る等、保険会社の専門性を活かした取り組みを進めて
います。

その他団体

その他団体

商工三団体 自治体

商工三団体

和歌山県の中小企業脱炭素経営促進のため、商工団
体と連携し「和歌山県脱炭素経営スクール」を実施し
ました。参加企業に対し、全5回の講義と演習で、
GHG排出量測定や削減計画策定のプログラムを提供
しました。後半では自社ビジネスにつながる「攻めの脱
炭素」に関する演習を行うなど、脱炭素で地域企業活
性化に貢献しています。

和歌山

地域と連携した官民共創の取り組み
包括連携協定先である宮崎市と地域課題の解像度を上げ、当社
のネットワークならびにソーシャル・エックス／常若との連携を活か
し課題解決を目指す「官民共創ワークショップ」を展開しています。
取り組みの一環として、地域課題の本質の捉え方や民間事業者
視点での公民連携の考え方等について職員向けに研修を実施し
ました。宮崎市が掲げる「民間事業者の新たな発想や活力を積
極的に取り入れた魅力あるまちづくり」に貢献していきます。

宮崎

セミナーの様子 ワークショップの様子

自治体

地域脱炭素実現に向けた取り組み

改良提案会の様子

金融機関

自治体 商工三団体

セミナーの様子

地方創生の取り組みを加速させていくため､地域社会の持続的発
展に取り組まれている､地域に根差した｢自治体｣｢金融機
関｣｢商工三団体｣等と連携した取り組みを行っています。

支援の概要

地域のメインプレイヤーとともに

4 自治体・金融機関・商工三団体等との共同取り組み
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要配慮者避難の課題解決に向けた取り組み 次世代技術の産業化と人材育成に向けた取り組み
福島では福島国際研究教育機構と連携協定を締結しま
した。本協定では、東北の発展的な復興を実現し、世
界水準の研究成果の産業化をリードしていきます。協定
に基づく第一弾の人材育成事業として、当社航空保険
専門部署より、福島県、東邦銀行、当社向けに「空飛ぶ
クルマ・ドローン勉強会」を開催。産業化と人材育成を
軸に相乗効果を生み出していきます。

福島東京

協定式の様子

自治体

佐賀
地域一体となった災害事前対策セミナーの開催
佐賀県では、佐賀県商工会議所連合会・佐賀県中小
企業団体中央会・佐賀県商工会連合会と共催、佐賀
県・佐賀県警を後援として「サイバー攻撃と自然災害
への事前対策セミナー」を開催しました。
当日はメイン会場を弊社佐賀支店とし、県内７カ所を
サテライト会場で同時配信することで、県内の参加者
に広く均質な情報提供を行いました。

官民の防災関連データを活用し、要配慮者の避難支援
プロセス全体の課題解決に寄与することを目的として、
東京海上レジリエンス（株）が代表企業として本プロジェ
クトを受託しました。具体的な取り組みとしては、個別
避難計画作成から災害時の避難支援業務の全体見直し
や、区市町村と災害時連携協定を締結している民間事
業者との災害時の連携方法明確化等を行いました。

大阪

シニア運動会の様子

自治体 健康寿命日本一を目指す包括連携協定
2024年5月に和泉市と包括連携協定を締結しました。
協定締結をゴールとせず、協定に基づいた取り組みを
協議し、健康寿命日本一への取り組み第一弾として、
11月に60歳以上の市民を対象にした「シニア運動会」
を開催しました。また、今後に活かすため、運動会後に
市、企業と共に振り返り会を実施し、反省点を纏めま
した。今後も協定に基づいた官民連携の取り組みを行
い地域活性化、社会課題解決に貢献します。

地域の核となる商工会議所議員企業に
“備え”の重要性をご案内
苫小牧商工会議所が主催する地域経済の中心である
議員企業が集う総会の場で、保険による“備え”の重要
性をお伝えしました。防災・減災、人手不足等の地域・
社会課題の解決に向け当社は保険を通じて貢献し、
商工会議所と連携して地域の活性化に繋がる取り組
みを行っています。

地方銀行と連携した海外進出支援
「百十四銀行（香川県地銀）と一体となった中小企業
向け海外販路開拓支援」百十四銀行と連携し、協業
しているSTANDAGE社が企業に代わって貿易を行うと
いう「おまかせ貿易サービス」を提案し、地域の中小企
業向け海外販路開拓に向けた取り組みを進めていま
す。地域の金融機関におけるビジネスマッチングだけ
でなく、その先の中小企業の営業支援にも取り組んで
おり、地方銀行とともに地方創生を目指しています。

香川北海道

写真はイメージです

マーケットホルダーである大阪シティ信用金庫様と企画
し、信金取引先を対象にした海外販路拡大セミナーを連
携先のJETRO、STANDAGEと共催しました。セミナーで
はJETROが販路拡大の成功事例とその後の個別事業紹
介を、当社が販路拡大に伴うリスクを、STANDAGE社が
販路拡大のためのサービスを紹介し、府内の中小企業の
発展に向けた取り組みを実施しました。

大阪

協会けんぽ・商工会と連携した健康経営セミナー
2023年12月に協会けんぽ（茨城支部）と連携協定を締結
したことを契機として共催セミナーを実施しました。つく
ば市商工会にも共催団体に参画いただき、当日は
「Well-Being×健康経営」をメインに据えて、健康増進か
らの健診受診勧奨の大切さをお伝えしました。また、災害
対策の観点で、事業継続力強化計画についても触れ、平
時の健康経営・有事のＢＣＰの重要性をお伝えしました。

茨城

セミナーの様子 セミナーの様子

海外展開支援による地域企業の販路拡大

金融機関

商工三団体

議員総会の様子

【東京都 令和6年度東京データプラットフォームケーススタディ事業】
要配慮者の避難支援トータルサポートプロジェクト

自治体 その他団体
北海道

現地調査を実施した施設

自治体
道立公園におけるリスクの洗い出し
北海道に11カ所ある道立公園において、利用者の安全
性向上と魅力度向上を目的に、当社の事故防止専門
チームによるコンサルティング活動を自治体と連携し開
始しました。現地調査による気付きを基にした改善提案
について指定管理者である企業向けセミナーで講演す
る等、保険会社の専門性を活かした取り組みを進めて
います。

その他団体

その他団体

商工三団体 自治体

商工三団体

和歌山県の中小企業脱炭素経営促進のため、商工団
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自治体
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金融機関

自治体 商工三団体

セミナーの様子
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支援の概要
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人事交流の事例

自治体職員を派遣研修生として受け入れ､当社社員として通常業務を
担っています。

当社への受入（例）

自治体研修生制度

●受入実績（1989年より実施）   自治体数：36自治体
　　　　　　　　　　　　　　人　    数：221人(2025年4月1日時点）

当社からの出向（例）

中長期的な労働力不足の
改善に向け、県内企業の
生産性の向上や国内外か
らの人材確保の支援に取
り組んでいきます。

神奈川県
長谷川　なな子

「健康なごやプラン21」に沿って、
たばこ喫煙対策や健康経営の
推進など、名古屋市民の健康
増進に繋がる様々な取り組みを
企画立案、推進しています。

名古屋市
金光　志穏

東
京
海
上
日
動
・
東
京
海
上
グ
ル
ー
プ
会
社

自
治
体
・
各
地
の
金
融
機
関
・
企
業
・
団
体
等

目　的
●損害保険会社の保険を通じ
た社会課題に対する取り組
みを学ぶ

●民間企業の発想力、行動力、
意思決定プロセスを知る

●他の自治体研修生と人脈を
形成する

産学官民一体のシンク＆
ドゥタンクであるFDCで､
福岡を核として､国内外と
連携し事業性のあるプロ
ジェクトを推進しています。

福岡地域戦略推進協議会
寺本　綾子

出会い、理解し合い、学び合う

5 人事交流
自治体等と相互に人事交流を実施し､人材育成の支援や各地の
地方創生の取り組みを推進しています。支援の概要
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地方創生の取り組みを推進しています。支援の概要

21 22



社会課題重点分野「レジリエンス」

従来の保険でのお役立ちに加え、災害の事前・事後の領域をサポートするソリューションを一体提案す
ることで、地域・お客様の防災・減災サイクルの構築に寄与します。

レジリエンス重点領域

レジリエンスとは、 「自然災害、人為災害、産業事故等の発生時における被
害の防止・極小化、復旧を早期化する能力」を指す言葉です。災害に対する
レジリエンスな社会の実現には、国や自治体、民間企業、個人など、さまざ
まな主体が連携して取り組むことが必要です。東京海上日動は、2024年4月
より新たな社会課題重点分野として「レジリエンス」を掲げ、地域社会やお
客様のレジリエンス向上に貢献することを目指し、取り組んでいます。

防災・減災

●頻発する自然災害、産業事故、人為災害へ求められる対応の高度化
●災害発生時における事業継続計画の立案・遂行
●被災・発災前の備え・体制整備への対応
●リスク実態の把握、対策実行、有事の対応、事業再建の各プロセスにおける価値創造
●保険商品と防災・減災ソリューションを一体で提案

サプライチェーン上のリスクを見える化、ESG対応に資するソリューションを提供することで、変化に強
いサプライチェーン構築に貢献します。

サプライチェーンマネジメント

●自然災害の激甚化に加え、感染症・地政学リスク、環境保護・循環経済・人権配慮等の複
層化した課題への対処（レジリエントなサプライチェーンの構築）

●サプライヤーを含めた各種規制・ルールへの対応・対策
●サプライチェーン全体の可視化・管理、有事に備えた体制構築支援を行うプラットフォームの提供
●サプライチェーンマネジメントと連携したサプライヤー管理支援（GHG、サイバーなど規制対応）

お客様の施設・製品管理に資するリスクソリューションを提供。保全計画の最適化等を通じ、安心安
全な事業活動に貢献します。 

インフラ・設備保全

●施設/設備の保全管理コストの増加、労働人口の減少等による人的リソースの不足等の
課題への対処

●小売・不動産・製造メーカーなどが所有する施設・設備の修繕・保全業務を支援
●社会インフラやプラント設備等に対する保全計画、保険によるファイナンス支援

全体像
日本として2050年までのカーボンニュートラル達成が求められる中、各地域における脱炭素の取り組みが必要不可欠となって
います。地域における脱炭素の達成に向けては、地域の中の関係者が連携して、「ゼロカーボンシティ」実現に向けて取り組んで
いく必要があります。東京海上グループでは、地域の中で取り組み連携を行う座組づくり支援や、地域企業の脱炭素経営を促
進するソリューションを提供しながら、 「ゼロカーボンシティ」実現に向けた取り組みを地域の皆様とともに推進しています。

地域企業 地域金融機関

自治体
施策実行主体

商工団体
企業支援

ソリューション提供 脱炭素経営実践 ソリューション提供金融支援

座組形成支援 ソリューション提供

東京海上日動

地域や企業の強靭化に向けて

平時の備えや有事のお役立ちを通じ、地域や企業のレジリエンス
強化に貢献します。支援の概要

2 レジリエンスに向けた取り組み

その他カーボンニュートラルに関する取り組み

気候変動リスク（移行リスク・物理
的リスク）の定量評価支援機能を
有する当社開発システムを活用し、
企業にとって実務負担が大きい
TCFD情報開示をサポートします。

TCFD情報開示支援
企業のGHG 排出量の埋め合わせ（オフセット）手段のひとつとして、脱炭素活
動により得られた GHG の排出削減・吸収量を環境価値として取引可能な形
とした、「カーボンクレジット」が注目を集める中、当社は企業の自主的なカーボ
ンクレジット取引について、危機管理コンサルティング費用や企業価値毀損に
発展しうるリスクの調査費用を補償する保険を開発いたしました。

カーボンクレジットの購入企業向け専用保険の開発

●長野市
長野市では「長野地域脱炭素実現推進協議会」が設立され、地元の複数の
企業とともに当社が脱炭素推進事務局を担当しています。令和5年度には、長
野市、長野商工会議所、長野地域脱炭素実現推進協議会が連携し、脱炭素
経営の普及啓発、省エネ・創エネセミナーの開催、CO2排出量可視化クラウド
サービスの提供等を行う長野市の実証プロジェクトが実施されました。令和6
年度には、環境省のモデル事業に採択され、「採用」をテーマにした“GX推進
による採用強化セミナー・ワークショップ”や、GX推進モデル企業の輩出を目指
した経営課題解決のためのGXエンゲージメント（対話）を行っています。

●今治市
環境省のモデル事業に令和6
年度採択された今治市で、事
業採択支援と「今治市脱炭素
経営スクール」の実施支援を行
いました。13社が参加し、今後
は卒業企業を中心に脱炭素経
営の取り組みを進めます。

地域の中堅・中小企業に向けた脱炭素経営支援

GX（グリーン・トランスフォーメーション）に挑戦する地域・企業を支える

お客様のカーボンニュートラルやゼロカーボンシティ実現に向
けた取り組みの支援を通じ、地域課題解決や地域の活性化に
貢献します。

支援の概要

1 カーボンニュートラル実現に
向けた取り組み

〈脱炭素推進主体〉
長野地域脱炭素実現推進協議会

自治体・
各企業への連携機関
長野商工会議所脱炭素経営推進

CO2排出量見える化実施〈長野市〉
長野市役所
関係部

（環境部、経済
産業振興部 等）

〈運営・推進事務局〉
長野地域脱炭素実現推進BOARD

長野地域脱炭素実現推進協議会への具体的なソリューション提供
GXエンゲージメント（対話）

CO2排出量可視化クラウドサービスの提供

支援機関/
金融機関連携

専門機関/
技術・学校教育連携

出典：今治市HP
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社会課題重点分野「レジリエンス」

従来の保険でのお役立ちに加え、災害の事前・事後の領域をサポートするソリューションを一体提案す
ることで、地域・お客様の防災・減災サイクルの構築に寄与します。

レジリエンス重点領域

レジリエンスとは、 「自然災害、人為災害、産業事故等の発生時における被
害の防止・極小化、復旧を早期化する能力」を指す言葉です。災害に対する
レジリエンスな社会の実現には、国や自治体、民間企業、個人など、さまざ
まな主体が連携して取り組むことが必要です。東京海上日動は、2024年4月
より新たな社会課題重点分野として「レジリエンス」を掲げ、地域社会やお
客様のレジリエンス向上に貢献することを目指し、取り組んでいます。
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●頻発する自然災害、産業事故、人為災害へ求められる対応の高度化
●災害発生時における事業継続計画の立案・遂行
●被災・発災前の備え・体制整備への対応
●リスク実態の把握、対策実行、有事の対応、事業再建の各プロセスにおける価値創造
●保険商品と防災・減災ソリューションを一体で提案
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いサプライチェーン構築に貢献します。
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お客様の施設・製品管理に資するリスクソリューションを提供。保全計画の最適化等を通じ、安心安
全な事業活動に貢献します。 
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長野地域脱炭素実現推進協議会への具体的なソリューション提供
GXエンゲージメント（対話）

CO2排出量可視化クラウドサービスの提供

支援機関/
金融機関連携

専門機関/
技術・学校教育連携

出典：今治市HP
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ライドシェア

自動運転
デジタルツインを活用した
自動運転サービスの安全性検証
当社は千葉市での自動運転バスを始めと
する近未来モビリティの実装に向けて、
アライアンスパートナーと連携し、デジタ
ルツインを活用した安全性検証に取り組
みました。仮想空間でのシミュレーション
を行うことで、レベル4の自動運転サービ
ス実装に向けた安全性検証を実現します。

空飛ぶクルマ
「空飛ぶクルマ」の地域実装の推進
安心・安全な「空飛ぶクルマ」の地域実装
に向けて、リスクソリューション・保険商品
を開発・提供しています。関西大阪万博で
のデモ飛行をはじめ、2020年代後半の
空飛ぶクルマの実用化を目指して、全国
の自治体や関係事業者と共同でリスクマ
ネジメントや社会受容性の向上に取り組
んでいます。

newmo株式会社との業務提携契約の締結

日本版ライドシェア保険の販売開始

安心・安全なライドシェア業界づくりに向けて、24年1月設立のモビリティスタートアップ
newmo(株)と業務提携契約を締結いたしました。今後、ライドシェアの実態に即した保険
商品の開発検討、安全性向上に向けた取り組み等を展開していきます。

2024年4月の日本版ライドシェアの解禁に伴い、本ライドシェアに対応する「移動サービス
事業者向け自動車保険」の販売を開始しました。本保険は事故が発生した場合にライド
シェアドライバーが契約している自動車保険に優先して補償を提供します。また、損害保険
保険業界で初めて、1時間単位で保険料を算出する方式を実現し、ライドシェアの実態に即
した保険料での加入が可能となりました。

安心・安全なモビリティサービスの実装を支援する

4 MaaSに関わる取り組み
全国各地の移動課題を解決するため、当社のパートナー企業と
連携した保険+αのソリューションを提供します。支援の概要

※こちらの二次元
コードから、空飛
ぶクルマのある日
常をイメージした動
画をご覧いただく
ことができます。

スマートシティ分野においては、「都市リスクマネジメント事業」と称して、市民の幸福度とリ
スクを起点に政策企画～基盤整備～実装運営の各フェーズにおける地域事情に即した各種
コンサルティングサービスやソリューションを提供しています。

スマートシティ ～都市リスクマネジメント事業～

City Risk Management as a Well-Being 
～ 地域のミライのまちづくり“今日のリスク” を“明日の幸せ” へ ～

スマートシティにおけるデータ利活用に際しては、透明性担保や市民への丁寧な説明が求められています。
国際基準・企画に基づいた独自の手法により、PIAの導入から施工・改善まで一気通貫のご支援を東京海
上ディーアール(株)とともに実施しています。

プライバシー影響評価(PIA)制度

「Well-Being(地域幸福度)指標」における「自然災害・防災指数」をSCI-Japanと共同開発しました。
Well-Being指標活用ファシリテーター紹介・派遣事業に登録されている「認定ファシリテーター」に
よるワークショップ開催も実施しています。

Well-Being指標利活用支援

新たな技術を活用してまちづくりを支える

3 スマートシティに関わる取り組み
時代によって変化する社会課題に対し、新たな技術を活用した取
り組みを行い、地域と一体となって地域社会の発展をめざします。支援の概要

政策企画／全体設計

全体設計と共創
Strategy & Synergy

●市民のWell-Beingとリスク起点
で、都市の政策企画～全体設
計～実行を分野横断/一気通貫
で支援
●地域企業、市民、官民団体など
多様なステークホルダとの共創
を支援

基盤整備

ミライの安心安全
Safety & Security

●都市OSの地域データ連携基盤
整備・利活用をサイバーセキュリ
ティやプライバシー影響評価等
の適切なリスクマネジメント手法
にて支援
●地域のレジリエンス強化支援

実装運営

サービス実装と持続的運営
Smart & Sustainable

●地域実情に即したスマートサービ
スのマッチングによる実装支援
●持続的運営に繋げるための費用対
効果の明確化・ファイナンスを支援

地域に根差したミライ像
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ク
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ナ
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オ

政策企画・全体設計

実行

モニタリング

Well-Beingを支えるインフラ

モビリティ

ヘルスケア

自治体DX防災・減災

GX

持続的な地域のDX

PPP/PFIPFS/SIB

Cyber Security PIA

100年後も地域社会の “ いざ ” と“ いつも ” を支えるまちづくりへ

データ 
連携基盤
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ライドシェア

自動運転
デジタルツインを活用した
自動運転サービスの安全性検証
当社は千葉市での自動運転バスを始めと
する近未来モビリティの実装に向けて、
アライアンスパートナーと連携し、デジタ
ルツインを活用した安全性検証に取り組
みました。仮想空間でのシミュレーション
を行うことで、レベル4の自動運転サービ
ス実装に向けた安全性検証を実現します。

空飛ぶクルマ
「空飛ぶクルマ」の地域実装の推進
安心・安全な「空飛ぶクルマ」の地域実装
に向けて、リスクソリューション・保険商品
を開発・提供しています。関西大阪万博で
のデモ飛行をはじめ、2020年代後半の
空飛ぶクルマの実用化を目指して、全国
の自治体や関係事業者と共同でリスクマ
ネジメントや社会受容性の向上に取り組
んでいます。

newmo株式会社との業務提携契約の締結

日本版ライドシェア保険の販売開始

安心・安全なライドシェア業界づくりに向けて、24年1月設立のモビリティスタートアップ
newmo(株)と業務提携契約を締結いたしました。今後、ライドシェアの実態に即した保険
商品の開発検討、安全性向上に向けた取り組み等を展開していきます。

2024年4月の日本版ライドシェアの解禁に伴い、本ライドシェアに対応する「移動サービス
事業者向け自動車保険」の販売を開始しました。本保険は事故が発生した場合にライド
シェアドライバーが契約している自動車保険に優先して補償を提供します。また、損害保険
保険業界で初めて、1時間単位で保険料を算出する方式を実現し、ライドシェアの実態に即
した保険料での加入が可能となりました。

安心・安全なモビリティサービスの実装を支援する

4 MaaSに関わる取り組み
全国各地の移動課題を解決するため、当社のパートナー企業と
連携した保険+αのソリューションを提供します。支援の概要

※こちらの二次元
コードから、空飛
ぶクルマのある日
常をイメージした動
画をご覧いただく
ことができます。

スマートシティ分野においては、「都市リスクマネジメント事業」と称して、市民の幸福度とリ
スクを起点に政策企画～基盤整備～実装運営の各フェーズにおける地域事情に即した各種
コンサルティングサービスやソリューションを提供しています。

スマートシティ ～都市リスクマネジメント事業～

City Risk Management as a Well-Being 
～ 地域のミライのまちづくり“今日のリスク” を“明日の幸せ” へ ～

スマートシティにおけるデータ利活用に際しては、透明性担保や市民への丁寧な説明が求められています。
国際基準・企画に基づいた独自の手法により、PIAの導入から施工・改善まで一気通貫のご支援を東京海
上ディーアール(株)とともに実施しています。

プライバシー影響評価(PIA)制度

「Well-Being(地域幸福度)指標」における「自然災害・防災指数」をSCI-Japanと共同開発しました。
Well-Being指標活用ファシリテーター紹介・派遣事業に登録されている「認定ファシリテーター」に
よるワークショップ開催も実施しています。

Well-Being指標利活用支援

新たな技術を活用してまちづくりを支える

3 スマートシティに関わる取り組み
時代によって変化する社会課題に対し、新たな技術を活用した取
り組みを行い、地域と一体となって地域社会の発展をめざします。支援の概要

政策企画／全体設計

全体設計と共創
Strategy & Synergy

●市民のWell-Beingとリスク起点
で、都市の政策企画～全体設
計～実行を分野横断/一気通貫
で支援
●地域企業、市民、官民団体など
多様なステークホルダとの共創
を支援

基盤整備

ミライの安心安全
Safety & Security

●都市OSの地域データ連携基盤
整備・利活用をサイバーセキュリ
ティやプライバシー影響評価等
の適切なリスクマネジメント手法
にて支援
●地域のレジリエンス強化支援

実装運営

サービス実装と持続的運営
Smart & Sustainable

●地域実情に即したスマートサービ
スのマッチングによる実装支援
●持続的運営に繋げるための費用対
効果の明確化・ファイナンスを支援
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当社は関係各社と「宇宙往還機Dream Chaser®の活用」に
向けて協力し、大分空港をアジアの宇宙往還拠点とする取
り組みで日本オープ
ンイノベーション大
賞の特別賞を受賞
しました。今後、大
分空港の宇宙港化
を実現し、地域創生
および産業振興に
寄与します。

自治体や企業との連携 日本オープンイノベーション大賞を受賞

宇宙への挑戦の支援
2022年４月から「宇宙プロジェクト」を始動しました。1970年代から約50年にわたって宇宙産業に貢献してきた専
門性・ノウハウを結集し、宇宙産業に携わるお客様への支援や地上の社会課題解決への支援を推進しています。

当社は、『宇宙』をキーワードに、様々なビジネス
マッチングに繋がる展示会やイベントへ参加し、
自治体や企業との連携を深めています。

ID＆Eホールディングス

東京海上グループでは、企業間の垣根を超えたコンソーシアムの組成や新規事業の立ち上
げを通じ、より専門的なソリューションの開発に取り組んでいます。

新規事業会社・コンソーシアムの立ち上げ

災害レジリエンス領域等における事業拡大

「災害レジリエンスの向上」、「気候変動対策の推進」に向けた更なる事業の拡大とお客さまへの価値
創造を目指し、社会の強靭化に関わる4つの領域(現状把握、対策実行、経済的補償、復旧･維持管理)
において、一気通貫のソリューションを国内外のお客さまに幅広く提供する取り組みを推進します。

東京海上スマートモビリティ(株)
事業者の抱える移動や輸送・物
流等に関するリスクやコストの
削減、労務環境の改善、ある
いは環境問題や自動運転への
対応力強化等に向けた先進的
な「モビリティに関する社会課
題へのソリューション」の提供。

物流

東京海上脱炭素事業設立準備(株)
国内の中小企業に対する脱炭素経営支援サービス等の提
供を通じて、脱炭素社会の実現に向けた取り組みを推進。

GX/エネルギー 東京海上日動ヘルスケア準備(株)
健康診断を起点とした健康度改善のエコシステム構築等を通じた、
企業や団体のウェルビーイング経営への貢献や、蓄積したヘルスデー
タの活用等により、「未病・予防」にフォーカスした取り組みを推進。

ヘルスケア

東京海上レジリエンス(株)
当社グループに加え、防災コンソー
シアムCOREおよびパートナー企業
との協業により、防災・減災総合ソ
リューション事業の実現を目指し、
「保険と防災ソリューションを一体
化させた独自サービス」を、あらゆ
るフェーズとペリルに対して一気通
貫で提供する取り組みを推進。

防災・減災

コンソーシアム

協業による新たな価値提供
「防災・減災」「ヘルスケア」「サイバー」
「モビリティ」「GX(グリーントランスフォー
メーション)」の領域を中心に、お客様のあ
らゆる課題を解決するため、デジタル技術
を持つスタートアップとの協業を通じて、
これまでの保険事業の枠を超えた新たな
価値提供に取り組んでいます。

生成AIによる中小企業の抱える経営課題解決
中小企業の経営課題解決を支援する新
ツール「マーケットインナビ」を開発しま
した。本ツールは、当社社員の営業活
動をサポートするもので、顧客企業との
対話（音声データ）を生成AIが解析し、
経営課題やニーズの抽出から保険商品や各種ソリューションサービスの提案までを行います。 
当社は今後もデジタル技術を通じて、従来の保険の枠に留まらない新たな価値提供を行う
ことで、中小企業の挑戦・成長を支援してまいります。

※東京海上日動火災保険のサービスになります。

事前の啓発活動
サイバーセキュリティに関する最
新情報やサービスを提供する
ポータルサイト「Tokio Cyber 
Port」を通じて､企業のサイバー
セキュリティ対策の取り組みを
サポートしています。

警察や商工三団体等と連
携し、企業の経営者向け
のサイバーセキュリティ対
策セミナー等を全国各
地で実施しています。

サイバーリスクへの支援

詳しくは､こちらを
ご覧ください。

サイバーリスクに関するトラブルやインシデントについて、専用ダイヤルにて365日24時間サイバー専門
組織が対応し、初動対応から再発防止に至るまでワンストップでご支援します。

事後のサービス提供（緊急時ホットラインサービス等）

コンソーシアム
中継輸送等の新しい輸
送形態を実現するネッ
トワーク構築を目的に
物流コンソーシアム
batonを組成。

各企業が持つ技術や
データを掛け合わせ、
防災・減災領域の共創
を目的に防災コンソー
シアムCOREを組成。

スタートアップ
ソリューション

新たな
価値提供

地域社会の更なる発展に向けて

6 東京海上グループの新たな取り組み
東京海上グループでは、お客様や地域社会が直面する多様化・複
雑化したリスクに対応するため、効果的で独自のソリューションを
創出しています。

支援の概要

デジタルを駆使して“いつも”支える存在へ

社会課題が拡大する中、地域社会の皆様の“いざ”という時を
支えるために、テクノロジーとデータを活用し、“いつも”支える
ことができる存在を目指します。

支援の概要

5 デジタルを活用した
新たな価値提供の取り組み
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当社は関係各社と「宇宙往還機Dream Chaser®の活用」に
向けて協力し、大分空港をアジアの宇宙往還拠点とする取
り組みで日本オープ
ンイノベーション大
賞の特別賞を受賞
しました。今後、大
分空港の宇宙港化
を実現し、地域創生
および産業振興に
寄与します。

自治体や企業との連携 日本オープンイノベーション大賞を受賞

宇宙への挑戦の支援
2022年４月から「宇宙プロジェクト」を始動しました。1970年代から約50年にわたって宇宙産業に貢献してきた専
門性・ノウハウを結集し、宇宙産業に携わるお客様への支援や地上の社会課題解決への支援を推進しています。

当社は、『宇宙』をキーワードに、様々なビジネス
マッチングに繋がる展示会やイベントへ参加し、
自治体や企業との連携を深めています。

ID＆Eホールディングス

東京海上グループでは、企業間の垣根を超えたコンソーシアムの組成や新規事業の立ち上
げを通じ、より専門的なソリューションの開発に取り組んでいます。

新規事業会社・コンソーシアムの立ち上げ

災害レジリエンス領域等における事業拡大

「災害レジリエンスの向上」、「気候変動対策の推進」に向けた更なる事業の拡大とお客さまへの価値
創造を目指し、社会の強靭化に関わる4つの領域(現状把握、対策実行、経済的補償、復旧･維持管理)
において、一気通貫のソリューションを国内外のお客さまに幅広く提供する取り組みを推進します。

東京海上スマートモビリティ(株)
事業者の抱える移動や輸送・物
流等に関するリスクやコストの
削減、労務環境の改善、ある
いは環境問題や自動運転への
対応力強化等に向けた先進的
な「モビリティに関する社会課
題へのソリューション」の提供。

物流

東京海上脱炭素事業設立準備(株)
国内の中小企業に対する脱炭素経営支援サービス等の提
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経営課題やニーズの抽出から保険商品や各種ソリューションサービスの提案までを行います。 
当社は今後もデジタル技術を通じて、従来の保険の枠に留まらない新たな価値提供を行う
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警察や商工三団体等と連
携し、企業の経営者向け
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地域社会の更なる発展に向けて

6 東京海上グループの新たな取り組み
東京海上グループでは、お客様や地域社会が直面する多様化・複
雑化したリスクに対応するため、効果的で独自のソリューションを
創出しています。

支援の概要

デジタルを駆使して“いつも”支える存在へ

社会課題が拡大する中、地域社会の皆様の“いざ”という時を
支えるために、テクノロジーとデータを活用し、“いつも”支える
ことができる存在を目指します。

支援の概要

5 デジタルを活用した
新たな価値提供の取り組み

27 28

地
域
社
会
の
発
展



❹

❺

❽
❼

❾10

❸

❻

❻地域パートナーを巻き込んだ災害対策（福井）
能登半島地震後、会員企業のBCP策定率が10％未満であること
に危機感を抱いた福井商工会議所が「会員事業者総務部長交
流会」を開催し当社が講師登壇しました。その中で「サイバー攻
撃」に対する不安の声が多いことを確認し、福井商工会議所を
はじめ、福井県や福井県警察、地域を代表するシステムベンダー
である福井キヤノン事務機と「サイバー」対策で連携しました。ま
た、福井商工会議所や福井銀行とそれぞれ「BCP」をテーマに連
携を開始し、県内企業に対する持続的な支援を実施しています。

❹企業脱炭素化支援構築事業（福島）
福島県では「ふくしま企業脱炭素化支援構築事業」として
地域金融機関や商工会議所と連携し、県内企業の脱炭
素化施策を検討・実施しています。令和6年度に実施した
「中小企業の脱炭素経営勉強会」では、金融機関や商工
団体の職員も同席し、企業と脱炭素経営を話し合い具体
的なアドバイスを行いました。これにより脱炭素経営の課
題が明確になり、重要性を認識する企業が増えました。

❸地域交通の課題解決に向けて（北海道）
北海道札幌市の大手タクシー事業者・互信ホールディン
グスと連携し、北海道で初めて日本型ライドシェアに対
応した保険を提供しました。当社は2024年4月に創設さ
れた日本版ライドシェアの安心・安全な導入を支援し、
地域交通の縮小による住民・観光客の移動手段の不足
を解消し、社会課題解決に取り組みます。

写真はイメージです

セミナーの様子

❺スポーツを通じた地域活性化の取り組み（茨城）
水戸ホーリーホック様と連携して、「アーバンスポーツ
キャンプin水戸」を企画しました。当日はホームタウン
の自治体の皆様の後援をいただきながら、ブレイキン
やダブルダッチの体験会等を実施しました。防災ブー
スも併設し、スポーツを通じて地域との繋がりを強め
ながら、社会課題解決にも取り組んでまいります。

ブレイキン体験会の様子

❼「食品ロス削減　大阪モデル」の構築（大阪）
日本では約523万トン/年の食品廃棄が発生しています。
大阪エリアの廃棄量削減に向け、大阪府、大阪商工会
議所、（株）ロスゼロ、マグチグループ（株）と連携し「食
品ロス削減大阪モデル」を構築しました。食品の二次
流通経路構築により、様々な理由で廃棄されていた食
品が使われることとなり、SDGsの実現に貢献できます。

締結式の様子

写真はイメージです

❶経営課題解決に向けたヘルスケアの取り組み（全国）
当社では「ヘルスケア」を社会課題領域の一つと位置
付け、高齢化に伴う介護・医療費の負担増加、仕事と
治療の両立等、人生100年時代の課題に対応する商品
やソリューション等を開発・提供しています。また、健康
経営やウェルビーイング経営の有識者を講師に「経営
課題解決セミナー」を開催し、企業の経営課題解決に
繋がる最新情報も提供しています。

10個別避難計画の実現に向けて（福岡）
自力で避難が困難な方の支援が社会課題となってお
り、その解決に向けて「タクシー事業者、介護事業者、
北九州市、当社」の四者間で連携協定を締結しまし
た。災害時の「警戒レベル」発令時に、事前に定めた
スキームで避難行動要支援者の避難を支援して、安
全かつ円滑に避難することができるか等を確認する
ための「避難サポートモデル調査」を実施し、官民連
携による地域の「いざ」を守る取り組みをしています。

協定式の様子

ワークショップの様子

❽Well-Being指標活用ワークショップ（山口）
Well-Being(地域幸福度)指標は住民の「暮らしやす
さ」と「幸福感（Well-being）」を数値化・可視化した
指標で、デジタル庁も同指標の活用を推進していま
す。当社は山口市でWell-Being指標活用ワーク
ショップを開催し、市民/学生/自治体職員/民間企
業など様々な参加者が指標を活用しグループワー
クを通じてアイデア出しや意見交換を行いました。

謎解きゲーム中の様子

❾謎解きゲームを活用したBCPの浸透（徳島）
南海トラフ地震被災が予想される徳島県の「策定したBCP
が従業員に浸透していない」という社会課題を解決するた
めに、徳島大学と連携し、楽しみながら自社BCPを学べる
「BCP×謎解き脱出ゲーム」を開発しました。中四国各県で
テストプレイを実施したところ高い満足度を得ており、今
後全国に取り組みを広げていくことを検討しています。

協業パートナーの皆様

写真はイメージです

❷ひとり親養育費確保の取り組み（全国）
養育費保証に豊富な実績のある株式会社イントラストと
協業し、「養育費保証　自治体モデル」を共同開発いた
しました。本モデルの展開を通じて、ひとり親家庭の確実
な養育費の受取りを実現し、未来世代へよりよい環境・社
会を引き継ぐための取り組みを進めてまいります。

地域に寄り添い課題を解決

全国一律で提供可能なメニューの他にも､地域の課題やニーズ
に応じ、各地で様々な取り組みを行っています。支援の概要

7 全国各地の特徴的な取り組み
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に危機感を抱いた福井商工会議所が「会員事業者総務部長交
流会」を開催し当社が講師登壇しました。その中で「サイバー攻
撃」に対する不安の声が多いことを確認し、福井商工会議所を
はじめ、福井県や福井県警察、地域を代表するシステムベンダー
である福井キヤノン事務機と「サイバー」対策で連携しました。ま
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団体の職員も同席し、企業と脱炭素経営を話し合い具体
的なアドバイスを行いました。これにより脱炭素経営の課
題が明確になり、重要性を認識する企業が増えました。

❸地域交通の課題解決に向けて（北海道）
北海道札幌市の大手タクシー事業者・互信ホールディン
グスと連携し、北海道で初めて日本型ライドシェアに対
応した保険を提供しました。当社は2024年4月に創設さ
れた日本版ライドシェアの安心・安全な導入を支援し、
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を解消し、社会課題解決に取り組みます。
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水戸ホーリーホック様と連携して、「アーバンスポーツ
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❼「食品ロス削減　大阪モデル」の構築（大阪）
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流通経路構築により、様々な理由で廃棄されていた食
品が使われることとなり、SDGsの実現に貢献できます。
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当社では「ヘルスケア」を社会課題領域の一つと位置
付け、高齢化に伴う介護・医療費の負担増加、仕事と
治療の両立等、人生100年時代の課題に対応する商品
やソリューション等を開発・提供しています。また、健康
経営やウェルビーイング経営の有識者を講師に「経営
課題解決セミナー」を開催し、企業の経営課題解決に
繋がる最新情報も提供しています。

10個別避難計画の実現に向けて（福岡）
自力で避難が困難な方の支援が社会課題となってお
り、その解決に向けて「タクシー事業者、介護事業者、
北九州市、当社」の四者間で連携協定を締結しまし
た。災害時の「警戒レベル」発令時に、事前に定めた
スキームで避難行動要支援者の避難を支援して、安
全かつ円滑に避難することができるか等を確認する
ための「避難サポートモデル調査」を実施し、官民連
携による地域の「いざ」を守る取り組みをしています。
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業など様々な参加者が指標を活用しグループワー
クを通じてアイデア出しや意見交換を行いました。
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南海トラフ地震被災が予想される徳島県の「策定したBCP
が従業員に浸透していない」という社会課題を解決するた
めに、徳島大学と連携し、楽しみながら自社BCPを学べる
「BCP×謎解き脱出ゲーム」を開発しました。中四国各県で
テストプレイを実施したところ高い満足度を得ており、今
後全国に取り組みを広げていくことを検討しています。
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養育費保証に豊富な実績のある株式会社イントラストと
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会を引き継ぐための取り組みを進めてまいります。
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変化が早く、リスクが見えにくい不確実な世の中で、

次の一歩を踏み出そうとする、すべての人々や企業のために。

人々の新しい生き方や企業をお支えし、社会の発展を加速させたい。

安心や安全の提供はもちろん、

時代とともに変化する社会課題を解決し、今よりも良い明日を作ること、

それが創業以来の私たちの存在意義です。

140年以上の歴史に裏付けられた知見と最先端のテクノロジー、

全世界に広がるネットワーク、そして自由闊達な企業文化で、

お客さまと社会のために力を尽くします。

それが私たち東京海上グループです。

 関西
部・支店 ……………………14
室・課・支社…………………15
事務所 …………………… 1
損害サービス部…………… 5
損害サービスの拠点………30

●東京海上グループの事業領域と主なグループ会社（2024年7月1日時点）

●国内ネットワーク（2024年4月1日時点）

東京海上グループは、世界44の国・地域にネットワークを展開し、海外進出企業をはじめ、海外
旅行者等世界各国のお客様の多様なニーズにお応えできる体制を整えています。当社海外支店
や東京海上グループの現地法人等がそれぞれの特色を活かし、各国内の販売網を通じて生損保
の様々な商品をご提供しています。

当社は全国に117の営業部・支店を軸に135の営業室・課・支社、207カ所の損害サービス拠点を配
置し、お客様にご満足いただけるサービス体制を整えています。

●海外ネットワーク（2024年3月31日時点）

東京海上グループの持つ国内外の拠点網、ソリューション等を活用し、全国各地の地方創生の
取り組みを支援しています。

●駐在員数：292名　●現地スタッフ数：約32,000名海外拠点 : 44の国・地域

地方創生を支える東京海上グループのネットワーク

国内損害保険事業
●東京海上日動
●日新火災
●イーデザイン損保
●東京海上ミレア少額短期
●東京海上ウエスト少額短期
●Tokio Marine X 少額短期

海外保険事業
●Tokio Marine North America, Inc.
●Philadelphia Consolidated Holding Corp.
●Tokio Marine America Insurance Company
●Delphi Financial Group, Inc.
●HCC Insurance Holdings, Inc.
●Privilege Underwriters, Inc
●Tokio Marine Kiln Group Limited
●Tokio Marine Seguradora S.A.
●Tokio Marine Asia Pte. Ltd.
●東京海上日動火災保険（中国）有限公司
　等

国内生命保険事業
●東京海上日動あんしん生命

金融事業
［投資顧問業・投資信託業］
●東京海上アセットマネジメント
［メザニン・ファンド事業］
●東京海上メザニン
　等

その他事業
［リスクソリューション事業］
●東京海上ディーアール
［防災減災ソリューション事業］
●東京海上レジリエンス
［モビリティソリューション事業］
●東京海上スマートモビリティ
［総合人材サービス事業］
●東京海上日動キャリアサービス
［ファシリティマネジメント事業］
●東京海上日動ファシリティーズ
［トータルヘルスケアコンサルティング事業］
●東京海上日動メディカルサービス
［シルバー事業］
●東京海上日動ベターライフサービス

［アシスタンス事業］
●東京海上アシスタンス
［保険代理業］
●東京海上日動あんしんコンサルティング
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変化が早く、リスクが見えにくい不確実な世の中で、

次の一歩を踏み出そうとする、すべての人々や企業のために。

人々の新しい生き方や企業をお支えし、社会の発展を加速させたい。

安心や安全の提供はもちろん、

時代とともに変化する社会課題を解決し、今よりも良い明日を作ること、

それが創業以来の私たちの存在意義です。

140年以上の歴史に裏付けられた知見と最先端のテクノロジー、

全世界に広がるネットワーク、そして自由闊達な企業文化で、

お客さまと社会のために力を尽くします。

それが私たち東京海上グループです。
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社会課題別索引

産業振興・企業支援
健康経営優良法人認定取得支援

健康経営普及啓発

BCP策定支援

事業継続力強化計画策定支援

BCP・事業継続力強化計画策定支援セミナー

リスクファイナンス支援

STANDAGE社おまかせ貿易

越境EC支援サービス

海外事業開始時支援サービス

海外展開支援サービス

インバウンド集客・受入支援サービス

インバウンドビジネス支援サービス

インバウンドセミナー

訪日外国人向け海外旅行保険

アニメツーリズム

M&A支援

プロ人材のマッチング

経営リスク等に対する資金準備等の支援

助成金・補助金診断システム

ソリューションサイト「BUDDY+」

ウェルビーイングナビ

地方創生経営者フォーラム

地方創生研鑽会

Well-Being(地域幸福度)指標

スタートアップ協業
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環境対策・資源循環
みどりの授業
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カーボンクレジット

フードロス（食品ロス）

…P15
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…P19・23・30
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…P29

ICT推進・デジタル戦略
Well-Being(地域幸福度)指標

プライバシー影響評価(PIA)制度

空飛ぶクルマ

スタートアップ協業

サイバーセキュリティポータルサイト
「TokioCyberPort」

サイバーセキュリティセミナー

サイバートラブル連絡・相談窓口
「緊急時ホットラインサービス」

…P25・29

…P25

…P20・26

…P27

…P27

…P20・27・29

…P27

まちづくり・交通整備
Well-Being(地域幸福度)指標

ライドシェア

自動運転

空飛ぶクルマ

スポーツ

…P25・29

…P26・30

…P26

…P20・26

…P30

暮らしの安心・安全
警察本部と連携した啓発活動

Well-Being(地域幸福度)指標

…P16

…P25・29

教育支援
みどりの授業

ぼうさい授業

リスクと未来を考える授業

ジュニアインターン

かいごの授業

…P15

…P15

…P15

…P15

…P15

人材育成
ジュニアインターン

地方創生研鑽会

自治体等との人事交流

…P15

…P17

…P21

広報・PR
警察本部と連携した啓発活動

各地の物産展

当社HPへのリンク掲載

…P16
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…P16

海外展開
STANDAGE社おまかせ貿易
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観光振興
インバウンド集客・受入支援サービス

インバウンドビジネス支援サービス

インバウンド各種セミナー

訪日外国人向け海外旅行保険

アニメツーリズム
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健康・福祉
健康経営優良法人認定取得支援

健康経営普及啓発

かいごの授業

Well-Being(地域幸福度)指標

…P9

…P9・19・30

…P15

…P25・29

防災・減災・災害対策
BCP策定支援

事業継続力強化計画策定支援

BCP・事業継続力強化計画策定支援セミナー

ぼうさい授業

Well-Being(地域幸福度)指標

レジリエンス
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A03-90350（7）改定202504

当社の地方創生の取り組みは
こちらからご覧いただけます。本ブックレットは、SDGsにおける色盲、

色弱の方々に対してのデザインヘの
見やすさを配慮しています。

～持続可能な地域の実現に向けて～

地方創生ブックレット

地域とともに、東京海上日動


